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1

第 1章

はじめに

1.1 核融合プラズマの乱流輸送と閉じ込め改善

トーラス型の磁場閉じ込め核融合プラズマでは、外部から印加された磁場によって閉じた磁力線が形成さ

れ、その回りを荷電粒子が巻き付くように運動する (ジャイロ運動)ことで高温のプラズマを保持する [1]。

一方、実際の放電では様々な過程を通じてプラズマ中の粒子や熱は内から外へと漏れ出していく。核融合を

実現する上ではこのような輸送を低減し高性能なプラズマ閉じ込めを達成することが重要である。これら

の輸送現象のうち、磁場に巻きついたジャイロ運動をする荷電粒子同士の Coulomb衝突に起因するものと

して古典輸送、あるいはトーラス型装置におけるトロイダル効果を考慮した新古典輸送が知られている [2]。

しかしながら密度・温度勾配がある径方向への輸送係数は、実験的にはほとんど常に (新)古典輸送係数

を大きく上回る値が観測されている [3, 4]。これらの高い輸送係数は、プラズマ中に励起される様々な不安

定性が駆動する電磁的な揺らぎ (乱流) が原因であると考えられており、「乱流輸送」として知られている

[5]。乱流状態は幅広いスケールに渡る大きさの渦が相互作用する非線形な系であり、3次元一様等方乱流

において明らかにされたエネルギースペクトルのカスケードによるべき乗則のような構造を持つ [6, 7]。プ

ラズマ乱流では、揺動電場によって生じる E ×B ドリフトや揺動磁場に沿った熱運動によって熱/粒子が

対流されることで輸送が促進される。プラズマは荷電粒子の集団的な運動が電磁場と相互作用を持つため、

閉じ込め磁場の配位や平衡パラメータに応じて様々な固有周波数のモードが存在する [8]。これらのうち不

安定なモードは乱流を駆動するエネルギー源となるため、どのような種類の固有モードによって駆動され

るかによってプラズマ乱流の性質も変化する。

一方、乱流輸送が支配的なプラズマにおいてもある条件の放電においては輸送係数が低減されるような領

域が存在することが知られている。ASDEXトカマクにおいて、中性粒子ビーム入射 (NBI, Neutral Beam

Injection)加熱パワーの上昇に伴って閉じ込め磁場による磁力線構造の最外部であるセパラトリクス付近で

輸送係数が突然減少し、それに伴いプラズマ内部の温度が上昇する現象が発見された [9]。この現象は L-H

遷移として知られる。図 1.1は D-IIIDの放電における周辺プラズマの径方向分布をとらえたもので、プラ

ズマ境界のすぐ内側で電子温度や電子密度の勾配が急峻になる [10]。また、特定の磁場配位のもとでトカ

マク炉心部における輸送係数が減少する現象は内部輸送障壁 (ITB,Internal Transport Barrier)として知

られている [11, 12]。ITBは弱/負磁気シア領域付近に輸送改善の領域が局在化し、その領域内で径電場シ
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アが大きくなっていることから、背景磁場構造や E ×B シア流によるプラズマ輸送抑制効果が示唆される

(図 1.2)。

図 1.1: DIII-D、L-H遷移前後での (a)電場、(b)イオン温度、(c)電子温度、(d)電子密度分布。周辺部に

おいて急峻な密度/温度勾配が形成される [10]。

図 1.2: JT-60U、負磁気シア放電における内部輸送障壁 (ITB)の形成。イオン温度、電子温度、電子密度

(左図)と熱輸送係数 (右図)の径方向分布から、網かけした領域における ITB領域における熱輸送の低減

が見られる [12]。

トカマクなどのトーラス型装置においてイオン系/電子系プラズマ乱流を駆動する不安定性として、トー

ラスの径方向にある密度/温度勾配によって励起されるドリフト波のひとつであるイオン/電子温度勾配不

安定性 (ITG/ETGモード)[13]が有力視されており、その性質が盛んに研究されている。これらのモード

が持つ特徴的な周波数はプラズマ中の荷電粒子のジャイロ運動周波数よりずっと小さく、また特徴的な波

数スケールについてはジャイロ半径程度の短波長であり、イオンと電子で時空間の特徴的なスケールに大

きな隔り (∝
√

mi/me ∼60倍)がある。プラズマ乱流の構造はどちらの粒子種に着目するかによって、以

下のように異なる性質を示す。
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1.1.1 イオンスケール乱流の構造:帯状流の形成

イオンスケールの運動に着目するとき、電子はイオンと比べて磁力線方向に十分速く運動するため、揺

動電子密度は静電ポテンシャル揺動に対して断熱的に応答すると仮定できる。一方で、磁気面上で一様な

ポテンシャルについては磁力線方向への電場がなくなるため、このような構造に対しては電子断熱応答が

消失する。このようなポロイダル・トロイダル方向に一様なポテンシャル構造は帯状流 (ZF, Zonal Flow)

と呼ばれるが、イオンスケール乱流においては電子断熱応答の影響により ZFが励起されやすい。ZFの形

成過程としては、主に変調不安定性による過程によると考えられている [14, 15] ZFによる E ×B ドリフ

トは径方向成分が存在せず、それ自身が乱流の渦構造を細長く引きちぎって径方向への相関長を縮小する

効果があるため、 乱流輸送の低減に寄与する効果が数値計算による研究から指摘された (図 1.3)。ZF構造

の存在は実験的にも検証された (1.4)。

(a) 静電ポテンシャルのポロイダル断面構造を示したもの。

計算される方程式系から帯状流成分を除いた系 (B) では、

全てのモードを解いた場合 (A)と比較して径方向に細長く

伸びた渦構造が得られる。

(b) 2 つのケースについてイオン熱輸送係数の時間発展を

比較すると、no flow(B) と比較して with flow(A) では輸

送係数が大きく低減している。

図 1.3: ジャイロ運動論的 ITG乱流シミュレーションにおいて、ZFが乱流構造に与える影響 [16]。

1.1.2 電子スケール乱流の構造

電子スケール乱流に着目する場合、電子ドリフト波の特徴的な周波数がイオンのジャイロ周波数より十

分小さいため、イオンの運動は近似的に静電ポテンシャル揺動対して断熱的に応答すると見なせる。この

とき断熱応答の物理的な機構がイオンスケール乱流と異なり、イオン断熱応答は磁力線方向にポテンシャ

ルが一様である帯状流に対しても残る。従って、ETG乱流においては ITG乱流と異なり ZFが励起され

にくいと考えられる。トーラス型磁化プラズマにおける ETG乱流の構造はプラズマ平衡パラメータや閉

じ込め磁場の構造に大きく影響を受ける。正磁気シア領域のトロイダル ETG乱流は、渦構造が径方向に細

長く伸びたストリーマ構造を形成するため、電子熱輸送の促進に寄与する [18, 19](図 1.5(a))。これとは対

照的に、弱/負磁気シア領域ではトロイダルカップリングの影響が小さく、揺動の構造が 2次元系で特徴付
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(a) トロイダル方向に離れた 2ヶ所において、重イオンビー

ムプローブによる電位の径方向分布が計測された。

(b) 揺動電位の時間発展。(a) 径方向位置が同じプローブ

は、トロイダル方向に離れていても位相の揃った振動を計

測する。(b) トロイダル方向が同一かつ径方向位置が ZF

の半波長ほどずれた位置のプローブは位相が反転したよう

な揺動を計測する。

図 1.4: ヘリカル装置 CHSにおける ZFの実験的検証 [17]。

けられるものとなるため、乱流構造はスラブ ETG乱流に近い特徴を持つようになる [20]。スラブ ETG乱

流の数値シミュレーションにおいて、電子スケールの ZFが形成されることで電子熱輸送が低減されるとい

う結果が報告されている [21, 22](図 1.5(b))。

(a) 正磁気シアの flux-tube コード (磁気シア s = 0.8) で

は径方向に細長く伸びたストリーマ構造が維持される [19]。
(b) 反転磁気シア配位のグローバルコードではゼロ磁気シ

ア領域付近に電子スケールの ZF構造が励起される [20]。

図 1.5: ジャイロ運動論的トロイダル ETG乱流シミュレーションにおける静電ポテンシャ構造。

ETG 乱流における ZF の形成と飽和について、ポンプ波から駆動される変調不安定性 [14, 23]、 スト

リーマ構造の径方向シア流から励起される Kelvin-Helmoholtz(K-H)不安定性 [18, 24]や K-H不安定性に

よる ZFの飽和 [21]といった物理機構から議論された。 これらの不安定性を元にした議論とは異なる過程

として、2次元回転乱流における自己組織化現象が示された [25]。
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1.2 自己組織化:2次元乱流の構造形成

2 次元系の乱流においては乱流を駆動するスケールよりも長波長側の構造へとエネルギーが輸送され

る、いわゆる逆カスケードによって大域的な構造が自発的に形成される現象が知られており、自己組織化

現象と呼ばれる [26]。これまでイオンスケール乱流について、その 2次元構造に着目した流体近似である

Hasegawa-Mimal(H-M) 方程式による記述が議論されてきた [27, 28]。本研究では、この定式化を電子ス

ケール乱流の定式化に拡張してイオン系と類似の H-M方程式を新たに導出し、これを元にして ETG乱流

における構造形成を検討する。

自己組織化の描像では、

1. 波のモード間での非線形結合によるエネルギーの逆カスケード

2. 線形分散によるカスケードの抑制

という 2つの競合する過程から構造形成が決まる。これらの過程による寄与の効果はそれぞれエネルギー

の非線形移送率 (を渦構造の回転周波数で代表させた)ωt、線形モードの周波数 ωr でそれぞれ代表される。

逆カスケードが ωt ∼ ωr となる波数領域である Rhinesスケール kc で留まるとき、エネルギーは Rhines

スケールの持つ非等方な構造によって ZFに集中し、ZF構造が卓越する [29, 28]。

一方、(ETG乱流 (あるいはその流体モデルである H-M方程式でのドリフト波乱流)にはこれとは異な

る過程による構造形成が存在する。これらの系では断熱応答項に由来する特徴的な波長である断熱スケー

ル kλ を境として、これより長波長側では短波長側と比較して逆カスケードが遅延する。エネルギーの逆カ

スケードが断熱スケールによって決まるとき渦構造は結晶化し、等方的な構造が保たれる [30]。

1.3 本研究の構成

本研究では、電子スケールのプラズマ乱流についてジャイロ運動論に基づく数値シミュレーションを実

施し、

1. ゼロ磁気シア領域における乱流構造の形成とその乱流輸送に与える影響

2. スラブ/トロイダル配位での一致点と相違点

について自己組織化の観点から明らかにすることを試みた。

第 2章では高温プラズマの運動を記述するジャイロ運動論による定式化を導入し、これによって得られ

たジャイロ運動論的 Vlasov-Poisson方程式について流体近似を取ることで 2次元回転流体乱流を記述する

H-M方程式が得られることを示す。2次元回転乱流における自己組織化現象と ZFのような構造形成の機

構、およびそれらとプラズマ平衡パラメータの関連について第 3章で議論した後、続く第 4章と第 5章で

この描像が実際に ETG乱流の構造形成について当てはまるかをスラブ/トロイダル配位の系のジャイロ運

動論的シミュレーションによって検討する。これらの結果から、電子スケールのプラズマ乱流における自

己組織化の描像を第 6章にまとめた。
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第 2章

ジャイロ運動論

プラズマの運動とその性質を議論するための枠組みとして、大きく 2つの手法がある。1つは流体モデル

によるもの、もう 1つは運動論モデルによるものである。原理的にはプラズマに含まれる粒子すべての位

置と速度が求まればプラズマ全体の運動が決まるが、膨大な数にのぼる粒子すべての運動を解くことは現

実的ではない。このような系を記述するためには何らかの統計的な描像が必要となる。

プラズマを構成する個々の粒子は電磁的相互作用を通じてお互いの運動に影響を及ぼすが、その効果は

Debye長よりも大きなスケールにおいては 1点分布関数によって決定される電磁場を通じた集団的なもの

となる。したがって、粒子間の電磁的相互作用を 1対 1で考慮する必要はなく、1点分布関数の運動論方程

式と電磁場のMaxwell方程式を連立してその運動を解くことによってその運動が記述される。

本章では、高温プラズマのダイナミクスを記述する運動論モデルである Vlasov-Poisson方程式系と、そ

こから解析や数値計算に適した形式となるように縮約を取ったジャイロ運動論モデルについて触れる。ま

た、これを元に更に縮約した流体モデルである H-M 方程式を示し、第 3 章における乱流構造の議論に繋

げる。

2.1 Vlasov-Maxwell方程式

プラズマを構成する粒子の運動は原理的には Klimontovich 方程式系によって完全に記述される。これ

は全ての粒子の個々の運動について 1対 1で相互作用を解くことと等価なモデルである。しかし、核融合

プラズマにおいては系に含まれる粒子数は ∼ 1020m−3 にもなる膨大なものであり、その運動全てを解くこ

とは現実的ではないため、何らかの統計的な記述がなされる。このような場合に用いられるのが Vlasov方

程式である [8]。

プラズマ粒子の分布関数 F (q,p)は 6次元位相空間 (q,p)上のある領域 [q : q + dq], [p : p+ p]に含ま

れる粒子の数が F (q,p)dqdpで与えられるような関数である。ただし (q,p)は正準座標系に取る。粒子種

sについての分布関数 Fs は以下に示される Vlasov方程式に従い時間発展する。

DFs

Dt
≡ ∂Fs

∂t
+ {Fs,Hs} = 0 (2.1)
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ただし {·, ·}は正準座標系 (q,p)における Poisson括弧

{F,G} =
∂F

∂qi

∂G

∂pi
− ∂F

∂pi

∂G

∂qi
(2.2)

Hs(q,p)は粒子種 sについての正準座標系における 1粒子 Hamiltonian

H(q,p) =
1

2ms

∣∣∣p− qs
c
A
∣∣∣2 + qsϕ (2.3)

qs とms は粒子種 s = i, e(イオン、電子)の電荷と質量、cは光速、ϕは静電ポテンシャル、Aはベクトル

ポテンシャルである。また、ここでは衝突周波数が十分小さく 2体以上の相関からの寄与については無視

している。

この方程式を閉じるためには静電ポテンシャルとベクトルポテンシャル (ϕ,A)を分布関数 Fs から求め

る必要がある。正準座標系 (q,p)おいて粒子密度 ns と電流 js は以下のように求められる。

ns =

∫
Fsd

3p (2.4)

js = qs

∫
vFsd

3p (2.5)

ただし v = 1
ms

(p− qs
c A)は正準運動量から求められた粒子速度である。ns と js から電磁場 E,B は次の

ようなMaxwell方程式で導出される。

∇×E = −1

c

∂B

∂t
(2.6)

∇×B =
4π

c

∑
s

js +
1

c

∂E

∂t
(2.7)

∇ ·E = 4π
∑
s

qsns (2.8)

∇ ·B = 0 (2.9)

本論文では上述の

Vlasov-Maxwell方程式系は幅広い時空間に渡る無衝突プラズマの運動に関する全ての情報を持つ厳密な

表現だが、プラズマ中における運動の特徴的な時空間スケールの隔りは非常に大きく、この方程式系を数

値的に直接解くことは困難である。従って、系の特徴に着目した簡約化が必要となる。

2.2 ジャイロ運動論的オーダリング

プラズマにおける微視的乱流の特徴として

• 周波数は粒子のジャイロ周波数より十分遅い
• 磁力線と垂直方向の波数は粒子のジャイロ半径と同程度の短波長
• 磁力線に沿った方向の波数は装置のスケール長と同程度の長波長
• 密度揺動の振幅は平衡密度と比較して十分小さい
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という構造を持つ。このようなモード構造を踏まえ、ジャイロ運動論的オーダリングとして、考察の対象

とする乱流について次のようなものを仮定する。

k∥

k⊥
∼ ω

ωcs
∼
∣∣∣qsϕ
T

∣∣∣ ∼ ρTs

Ln
∼ vE×B

vTe
∼ δns

n0
∼ O(ϵg) (2.10)

ここで ω と ωcs は波の特徴的な周波数とジャイロ周波数、k∥ と k⊥ は磁力線に対して平行/垂直方向へ

の波数、ρs と Ln ≡ |∇ lnns(q)| はジャイロ半径と密度勾配長、 vE×B と vTs は E × B ドリフト速度

vE×B = c
B0

(b×∇ϕ)の大きさと熱速度
√

Ts/ms、B0 は閉じ込め磁場強度、Ts は粒子種 s = i, eの温度、

δns と n0 は粒子分布の揺動/平衡部分、ϵg は摂動展開パラメータである。

このスケーリングのもとで、Vlasov-Maxwell方程式系を粒子位置の正準座標 (q, p)からジャイロ位相に

依存しない新しい座標系 (R̄, v̄∥, µ̄)(ジャイロ中心座標系)に変換することにより、着目する乱流より速い

ジャイロ運動について平均化され、速度空間依存性が 1次元落ちたジャイロ運動論的方程式系を得る。

2.3 ジャイロ運動論的方程式系

ドリフト波乱流のような揺動は、第 2.2 節で見たような時空間スケールのオーダリングが適用できる。

このような系では粒子のジャイロ運動は、ドリフト波のような着目している揺動より十分速い運動として

オーダリングパラメータ ϵg で分離することができる。これによって得られる方程式はジャイロ位相に依存

しない形となり、Vlasov-Maxwell方程式系を 5次元空間 (空間 3次元、速度 2次元)に縮約できる。この

ようにして元の形式より解析的・数値的に取り扱いしやすくした形式をジャイロ運動論的方程式系という

[31, 32]。

ジャイロ運動論的 Vlasov-Maxwell方程式系では、元の方程式系が持っていた運動論的な効果や保存則

を満たすように問題をジャイロ中心座標系に変換する。近年の定式化では Lie変換法を用いることで、ϵg

の任意のオーダーまで Lagrangeanと Poisson括弧の構造が保たれるような変換が定式化されている。本

節ではジャイロ運動論的 Vlasov方程式が具体的にどのような構造を持つかについて議論する。なお、本研

究ではプラズマベータ値 β が十分小さい (β <
√

me/mi ∼ 1%)ような揺動を対象とするため、以下では

磁場揺動について無視する静電近似を仮定する。

2.3.1 ジャイロ運動論的 Vlasov方程式

Lie変換法による粒子位置座標X = (q,v)からジャイロ中心座標系への変換は以下のように施される。

案内中心 (Guiding-Center,GC)座標系 Zgc = (R, v∥, µ, α)への座標変換

ただしR ≡ q − ρはジャイロ中心、ρ ≡ b× v/ωcs は粒子種 s、速度 v における粒子のジャイロ半

径、bは磁力線方向の単位ベクトル、µ ≡ msv
2
⊥

2B2
0
は磁気モーメント、αはジャイロ運動の位相角であ

る。非正準座標系に対する Lie変換法を用いて Zgc へ座標変換することで、案内中心座標系による

分布関数 F (Zgc)に関する Vlasov-Maxwell方程式系を得る。

揺動成分のジャイロ位相角依存性を消去

案内中心座標系で表わされた方程式系について、分布関数やポテンシャルの揺動成分を考慮すると
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α依存性が陽に現れる。これを除去するため、方程式系をジャイロ中心 (Gyro-Center,GY)座標系

Zgy = (R̄, v̄∥, µ̄, ᾱ)へと変換する。案内中心座標系からジャイロ中心座標系への変換を誘導する母

関数 S は、ポテンシャル揺動の α依存成分から導出される。

本稿ではその詳細の証明は [31]に譲る。Poisson括弧 (式 (2.2))と Hamiltonian(式 (2.3))はジャイロ中心

座標系ではそれぞれ以下のように表される。

{F,G} ≡ ωcs

B0

(
∂F

∂ᾱ

∂G

∂µ̄
− ∂F

∂µ̄

∂G

∂ᾱ

)
+

B∗

msB∗
∥

(
∂F

∂R̄

∂G

∂v̄∥
− ∂F

∂v̄∥

∂G

∂R̄

)
− c

qsB∗
∥
b · ∂F

∂R̄
× ∂G

∂R̄
(2.11)

H̄s =
ms

2
v̄2∥ + µ̄B0 + qs⟨ϕ⟩ᾱ (2.12)

ここでB∗ ≡ B +
v∥
ωcs

∇×B、B∗
∥ = b ·B∗、⟨·⟩α ≡ (2π)−1

∫
(·)dαはジャイロ位相角による平均操作を意

味する。

これらの表式を用いて、ジャイロ中心座標系上の分布関数 F̄s(R̄, v̄∥, µ̄)が従うジャイロ運動論的 Vlasov

方程式が以下のように得られる。

DF̄s

Dt
≡ ∂F̄s

∂t
+ {F̄s, H̄s}

=
∂F̄s

∂t
+

dR̄

dt
· ∂F̄s

∂R̄
+

dv̄∥

dt
· ∂F̄s

∂v̄∥
= 0 (2.13)

ただし、ジャイロ中心座標系における運動論方程式は次のように表される。

dR̄

dt
≡ B∗

msB∗
∥

∂H̄s

∂v̄∥
+

c

qsB∗
∥
b× H̄s

= v̄∥b+
c

qsB∗
∥
b× (qs∇⟨ϕ⟩ᾱ +msv̄

2
∥b · ∇b+ µ̄∇B0), (2.14)

dv̄∥

dt
= − B∗

msB∗
∥
· ∇H̄s

= − B∗

msB∗
∥
· (qs∇⟨ϕ⟩ᾱ + µ̄∇B0), (2.15)

dµ̄

dt
= 0 (2.16)

ジャイロ中心座標系の運動論方程式における磁気モーメント µ̄は運動の恒量となり、分布関数は共役な座

標であるジャイロ位相には依存しない。このような座標系へ変数変換することで、ωcs のオーダーの速い運

動を系から除去し、ジャイロ運動論的オーダリングで仮定したような十分ゆっくりとした波動の取り扱い

について運動論的効果を正しく取り入れたものを扱うことができる。以下では簡単のため、特に区別の必

要がない限りジャイロ中心座標系の関数であることを意味する上付きバーを省略する。
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2.3.2 ジャイロ運動論的 Poisson方程式

磁化プラズマ中における揺動の代表的な時空間スケールとして、密度勾配長 Ln と粒子種 sについての

熱速度 vTs の比 Ln/vTs と、熱速度で評価したジャイロ半径 ρTs = vTs/ωcs を考えると、イオンと電子で

はその特徴的な時空間スケールに
√
mi/me 程度の違いが生じる。双方の時空間スケールを同時に含む解

析は数値的に非常に負荷が大きい。そこで、解析的により単純化して問題を扱いやすくするために、特定

の粒子種にのみ着目して他の粒子種については近似的な応答を仮定する手法が広く用いられる。

粒子位置での Poisson方程式はMaxwell方程式 (2.9)から

−∇2ϕ = 4π
∑
s

qsns (2.17)

から得られる。Poisson 方程式 (2.17) の右辺にある粒子位置での密度分布をジャイロ中心座標系の分布

関数 F̄ (R̄, v̄∥, µ̄) から求める際には以下のような手続きが必要となる。以下では揺動密度分布について

Poisson方程式を議論するため、平衡密度分布 ns0 と揺動密度分布 δns を求める。これは以下のような手

続きで定まる。

分布関数の平衡分布と摂動分布への分離

• 分布関数 F̄s を分離: F̄s = F̄s0 + δF̄s

• 平衡分布関数 F̄s0 はMaxwell分布 FM を仮定:

F̄M =
ns0

(2πmsTs)3/2
exp

[
− v2

2Ts/ms

]
(2.18)

• 揺動分布関数 δF̄s は次のように求める。

分布関数をジャイロ中心座標系から案内中心座標系へと Pull-Back変換

ジャイロ運動論的 Vlasov方程式 (2.13)から得たジャイロ中心座標系の分布関数 F̄s(R̄, v̄∥, µ̄)を案

内中心座標系の分布関数に変換するため、Lie変換によって定まる Pull-Back変換を用いる。

Fs = (1 + gj∂j)F̄s

∼ F̄M + δF̄s + gj∂jF̄M +O(ϵ2g) (2.19)

ただしここで gj は Lie変換を誘導する生成ベクトルである。また、2行目に移るときに高次の微小

項を無視する線形近似をとった。

案内中心座標系の分布関数から粒子位置座標の密度を計算

このとき有限ジャイロ半径効果を取り入れるため、6次元位相空間上で次のように計算する。

ns(q) =

∫
Fsδ([R+ ρ]− q)d6Z (2.20)

ここに Pull-Back変換における分極密度の線形近似 (式 (2.19))を代入すると、以下のような表式を
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得る。

ns0 =

∫
F̄Mδ([R+ ρ]− q)d6Z (2.21)

δns =

∫
δF̄ δ([R+ ρ]− q)d6Z − n0

∑
k

(1− Γ0)
eϕk

Ts
exp[ik · q] (2.22)

ただし Γ0(k
2
⊥ρ

2
Ts) = I0(k

2
⊥ρ

2
Ts) exp[−k2⊥ρ

2
Ts],とし、I0 はゼロ次の変形 Bessel関数である。準中性

条件から ni0 = ne0 となるため、以下では ns0 = n0 と表記する。

ϕk は静電ポテンシャルの波数空間表示である。

ϕ(k) ≡ 1

(2π)3

∫
d3q exp[−ik · q]ϕ(q) (2.23)

電子乱流の空間スケール k⊥ρTe ∼ 1に着目する場合、電子乱流の位相速度 ω/k∥ ∼ vTe とイオン熱速度

vTi の乖離によりイオンの運動論的な応答を無視すると、イオン分極密度が Γ0 ∼ 0となりイオン断熱応答

が得られる。この結果、イオンの密度変化について Boltzmann分布

ni(q) = n0

[
1− qiϕ

Ti

]
(2.24)

で近似できる。

本研究では長波長領域における電子スケールの構造形成について議論するため k⊥ρTe < 1の長波長近似

を仮定する。電子分極密度を展開して k2⊥ρ
2
Te について 1次の項まで考慮すると、Γ0(k

2
⊥ρ

2
Te) ∼ 1− k2⊥ρ

2
Te

となる。これを実空間で表示すると、Poisson方程式は

−
(
∇2 +∇⊥ ·

(
ρ2Te

λ2
De

∇⊥

))
ϕ+

1

λ2
Di

ϕ

= 4π

(
qe

∫
Fe(R, µ, v∥, t)δ[(R− ρ)− q]d6Z + qin0

)
(2.25)

と表される。

一方、イオン乱流の空間スケール k⊥ρTi ∼ 1に着目する場合、k⊥ρTe ≪ 1より Γ(k2⊥ρ
2
Te) ∼ 1なので電

子分極密度は無視できる。ここでイオンに比べて電子の運動は十分速く磁力線方向に移動できると考える

と、電子密度について断熱応答を仮定する扱いが妥当となる。ただし、電子は磁気面上で一定となる ZFポ

テンシャルに対しては k∥ = 0となるため電場を感じず応答できないので、Poisson方程式は次のように修

正される。

−
(
∇2 +∇⊥ ·

(
ρ2Ti

λ2
Di

∇⊥

))
+

1

λ2
De

(ϕ− ⟨ϕ⟩f )

= 4π

(
qi

∫
Fi(R, µ, v∥, t)δ[(R− ρ)− q]d6Z + qen0

)
(2.26)

ここで ⟨•⟩f は磁気面平均である。
イオンを運動論的に扱い、電子を断答応答と仮定して Vlasov-Poisson方程式系を解く場合は、このよう

な ZFモードとそれ以外のモードに対する電子断熱応答の差異によって静電ポテンシャルの ZF成分が発達
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しやすいと考えられる。一方、電子を運動論的に扱いイオンを断熱応答と仮定する場合はこのような機構

が存在しないため、イオン系乱流と比べて ZFの形成にかかる物理機構は異なったものが予想される。

2.3.3 ジャイロ運動論的方程式系における保存則

ジャイロ中心座標系への座標変換は、元の Vlasov-Poisson方程式系が持っていた保存則を満たすように

定義されている。ジャイロ運動論的 Vlasov方程式に関して、上記 Poisson方程式における ϕの表式を用

いて (イオンについて断熱応答近似を仮定して)速度空間で Hamiltonian H = 1
2mev

2
∥ + µB0 + qe⟨ϕ⟩α の

モーメントを取ると実空間におけるエネルギー保存則が誘導される。

dEtotal

dt
≡
∫

He
∂Fe

∂t
d6Z =

dEkin

dt
+

dEf

dt
= 0 (2.27)

Ekin =

∫ (
1

2
mv2∥ + µB0

)
Fed

6Z (2.28)

Ef =

∫
(qe⟨ϕ⟩α)FeDd6Z (2.29)

=
1

8π

∫ (
|∇ϕ|2 + ρ2Te

λ2
De

|∇⊥ϕ|2 +
1

λ2
Di

|ϕ|2
)
d3q (2.30)

上式を導出する際、分布関数 Fe の境界条件として

• Dirichlet条件: 径方向、速度空間

• 周期境界条件: ポロイダル方向、トロイダル方向

を、また静電ポテンシャル ϕについては

• Dirichlet条件: 径方向

• 周期境界条件: ポロイダル方向、トロイダル方向

を課した。非線形相互作用が支配的な乱流状態においてもこれらは厳密に保存するため、これらの量につ

いての保存則を検討することは非線形シミュレーションを行う上で重要である。

2.4 線形不安定性:スラブ/トロイダル ETGモード

磁場閉じ込め核融合プラズマにおける乱流輸送を考える上で、系が持つ様々な波動や不安定性を理解す

ることは重要である。特に高温のコア領域においては密度/温度勾配によって励起される微視的不安定性が

乱流を駆動する主要な原因と考えられているため、その性質が乱流輸送に大きく影響する。そのなかでも

トカマクなどのトーラスプラズマにおいて乱流を駆動する主要な微視的不安定性として、イオン/電子温度

勾配不安定性 (ITG/ETGモード)が着目されている。なお ITGモードを記述する方程式において時空間

スケールの規格化をイオンジャイロ半径、イオンジャイロ周波数から電子ジャイロ半径、電子ジャイロ周

波数に置き換えると電子熱輸送の原因となる ETGモードが得られるため、両者を統一的に扱う。

ここでは Frieman-Chenの表式に従い、ジャイロ運動論的 Vlasov方程式 (2.13)を線形化したときの摂
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動分布関数 δFe について

δFe = −qeϕ

Te
FM + h exp[−ik · ρ] (2.31)

のように断熱応答部分と非断熱応答部分に分け、後者についての線形分散関係を解くことを考える [33]。

ジャイロ中心座標系の分布関数 F と非断熱応答項 hの関係は [31]に詳細を譲る。また、本節では座標系の

表示として (r, θ, ζ)をそれぞれ径方向、ポロイダル方向、トロイダル方向にとる。

電子系についての線形分散を解くため、ジャイロ運動論的 Vlasov方程式 (2.13)について s → eとして

線形化する。分布関数 hについて波数空間表示

h(k,v) ≡ 1

(2π)3

∫
d3q exp[−ik · q]h(q,v) (2.32)

から空間微分を∇ → ikとし、ジャイロ運動論的オーダリングより ϵg について 1次の項を残すと次式が得

られる。 (
∂

∂t
+ ik∥v∥ − iωD

)
h =

(
∂

∂t
+ iω∗T

)
qeϕ

Te
J0(k⊥ρ)FM (2.33)

ただし

ωD ≡ k · vD =
1

ωce

(
v2⊥
2

+ v2∥

)
k · b×∇ lnB (2.34)

は磁気ドリフト周波数、

ω∗T = ω∗e

(
1 + ηe

[(
v

vTe

)2

− 3

2

])
(2.35)

は密度・温度勾配によるドリフト周波数、ηe ≡ d lnTe/d lnne は電子の密度/温度勾配長の比、ω∗e ≡
ckθTe/(qeB0Ln)、kθ はポロイダル波数を意味する。

分散関係式を導出するために準中性条件 ni = ne に式 (2.33)から得られた電子密度揺動を代入するが、

ここで次のような仮定を置く。

イオン密度は静電ポテンシャル揺動に対して断熱応答する

これは式 (2.24)の定義を用いる。

時空間依存性について平面波解とする

これは式 (2.32,2.23)のような形を用い、時空間の微分について ∂/∂t → −iω,∇ → ik と置き換え

ることに相当する。

電子密度擾乱は式 (2.33) から分布関数の非断熱応答項 h を得て、式 (2.31) によって得た揺動分布関数

δFe を速度積分して得られる。このようにして次のような分散関係式を得る。

D(k, ω) = 1 +
Te

Ti
−
∫

d3v
ω − ω∗T

ω − ωD − k∥v∥
J2
0 (k⊥ρ)FM = 0 (2.36)

式 (2.36)の分母に見られる磁力線方向移流項 k∥v∥ と磁気ドリフト項 ωD の寄与の大小によって、分散関係

のブランチはスラブ/トロイダル ETGモードにそれぞれ分かれる。
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ここで長波長近似 k⊥ρTe ≪ 1、また熱速度が十分遅いとして |ω/k∥| ≫ vTe として運動論的効果を無視

すると以下のような流体近似の分散関係式を得る。

D(k, ω) = 1− ω∗e

ω
−

k2∥v
2
Te

ω2

(
1− ω∗pe

ω

)
(2.37)

+
(
k2⊥ρ

2
Te −

ωDe

ω

)(
1− ω∗pe

ω

)
(2.38)

ただし ω∗pe = ckθ(dpe/dr)/(qeB0n0)、ωDe = 2kθcTe cos θ(qeB0R0)は熱速度で評価した磁気ドリフト周

波数である。スラブ配位では磁場は一様 (∇B0 = 0)であり、磁気ドリフトは無視できる (ωDe = 0)。さら

に簡単のため密度勾配を無視する極限 (ω∗e = 0)を置くと式 (2.38)は次のようなスラブ ETGモードの流

体近似における分散関係を得る。

ω = (k2⊥ρ
2
Te|ω∗pe|)1/3

−1 +
√
3i

2
(2.39)

スラブ ETGモードは磁力線方向への流れの圧縮性によって不安定化されるドリフト波のブランチであり、

k∥ ̸= 0のときに線形不安定なモードが存在する。一方、磁気ドリフト項を残して密度勾配と磁力線方向波

数を無視する極限を取る (ω∗e = 0, k∥ = 0)と、次のようなトロイダル ETGモードの分散式を得る。

ω2 =
ω∗peωDe

1 + k2⊥ρ
2
Te

(2.40)

トロイダル ETGモードは磁気ドリフトと電子温度勾配の相乗効果によって励起され、ω∗eωDe > 0、ある

いは ∇pe∇B0 > 0 となるときに不安定化される。この条件はトカマクプラズマにおいてはトーラス外側

の”悪い曲率”となる領域に対応し、固有モード構造はトーラス外側に有限の振幅を持つようなバルーニン

グ構造を持つ。

ωD → 0のスラブ配位の極限における式 (2.36)の解析的な評価は、第 4章で次節の H-M方程式におけ

るドリフト波の線形分散と比較された。一方、トロイダル ETGモードの分散関係は第 5章で数値計算に

よって計算した。

2.5 H-M方程式

十分高温で衝突周波数が小さい系では、プラズマのダイナミクスを考える上で運動論的な効果 (Landau

減衰、有限ジャイロ半径効果、他) が影響を及ぼす。一方、乱流が引きおこす現象に着目したときはよ

り簡便な流体モデルに基づき解析的な議論を進めたほうが見通しがよい。本章では、ジャイロ運動論的

Vlasov-Poisson 方程式系 (2.13,2.25) について速度空間方向への縮約を取り準 2 次元系プラズマ乱流の最

も単純なモデルである H-M方程式を導出し、自己組織化現象の理論的な枠組みを議論する。

まずジャイロ運動論的 Vlasov-Poisson方程式 (2.13,2.25)について以下のような近似を仮定する。

一様な背景磁場を仮定

トロイダル効果や磁気シアによる影響を無視する。

2次元乱流として取り扱う

k∥ → 0 とすることで、磁力線方向のダイナミクスを無視する。
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有限ジャイロ半径効果を無視

⟨ϕ⟩α → ϕとする。

速度空間分布についてMaxwell分布を仮定

このような近似を置くことで、Vlasov方程式について速度空間積分を取ると案内中心座標密度 Ne(R)に

ついての連続の式
∂Ne

∂t
+

c

B0
b×∇ϕ · ∇Ne = 0 (2.41)

を得る。Ne はジャイロ運動論的 Poisson方程式 (2.25)から与えられ、

Ne =
1

4πqe

[(
1 +

ρ2Te

λ2
De

)
∇2ϕ− 1

λDi
ϕ

]
+ ni0 (2.42)

という表式を得る。これを連続の式 (2.41)に代入して H-M方程式

∂

∂t

[(
1 +

ρ2Te

λ2
De

)
∇2ϕ− 1

λDi
ϕ

]
+

c

B0
b×∇ϕ · ∇

[(
1 +

ρ2Te

λ2
De

)
∇2ϕ

]
+

ω2
pe

ωce
b×∇ϕ · ∇ lnn0 = 0 (2.43)

を得る。

H-M方程式 (式 (2.43))について、以下のような規格化を導入する。

x̂ ≡ x/ρTe, t̂ ≡ tωce, n̂ = n/n0, ϕ̂ = qeϕ/Te (2.44)

これにより、式 (2.43)は次のように規格化される。

∂

∂t̂
(ρ2s∇̂2

⊥ϕ̂− τ ϕ̂) + (b× ∇̂ϕ̂) · ∇̂(ρ2s∇̂2ϕ̂+ ln n̂0) = 0 (2.45)

ここで τ ≡ Te/Ti は電子とイオンの温度比、ρ2s ≡ 1 + λ2
De/ρ

2
Te は電子 Debye長と電子ジャイロ半径の比

を表わすパラメータである。式 (2.45) は電子の運動に着目した定式化で得られたものであり、イオンの

運動について流体近似の縮約から得られる通常の H-M方程式と異なり、ρs の定義に表われるように電子

Debye長の影響を含む。H-M方程式は磁化プラズマ中におけるドリフト波乱流の最も単純な流体モデルで

あり、本研究では以降の自己組織化現象を議論する基礎方程式となる。
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2次元乱流における大域的な構造の形
成:H-M方程式による考察

乱流は系を支配する強い非線形性に起因して多様な現象を内包する反面、その物理についての理解は十

分には得られていない。本研究では、自発的に大域的な構造が作られる「自己組織化」の観点から核融合プ

ラズマ乱流における構造形成を議論した。

非線形相互作用により十分発達した乱流の物理を厳密に記述することはその強い非線形性・非平衡性に

より困難であり、統計的な記述が広く用いられる。その一例として、Kolmogorovによる乱流場エネルギー

スペクトルの −5/3乗則のような結果が知られている。これは一様等方な乱流構造において波の非線形相

互作用が波数空間上で局所的におこるとき、エネルギーの外部からの注入も散逸もなく短波長モードに輸

送されるだけのいわゆる慣性領域におけるエネルギースペクトル分布を表したものである。このような 3

次元乱流においては、長波長の構造が励起されることで駆動される乱流構造は渦同士が相互作用すること

でお互いを引きちぎり短波長の構造を次々と生みだし、最終的に十分短波長な領域 (Kolmogorov スケー

ル)で粘性によって散逸する。近いスケールの渦同士の相互作用の連鎖による波数空間における物理量 (こ

こではエネルギー)の輸送を「カスケード」と呼ぶ。

一方、2次元系においてはエネルギーに加えてエンストロフィー (渦度 ∇× v の 2乗で特徴づけられる

物理量)の保存則が加わるため、カスケードの描像はより複雑になる。そのうち最も顕著なものが、自己組

織化による大域的な構造の自発的形成である。これは 2次元乱流に見られるエネルギーの逆カスケード (乱

流の駆動スケールより長波長スケールへのカスケード)とその阻害の機構の競合によって特定の波長スケー

ルの構造が卓越する現象である。H-M方程式においては、自己組織化により形成される構造の特徴スケー

ルについて、これを決定する異なる 2つの機構があることが知られている。

1つは波の線形分散によるもので、木星などの惑星表面における大気が帯状ジェット構造を形成する原因

などがこれによって説明される [29, 34, 28]。もう 1つは H-M方程式に特有の”渦の結晶化”と呼ばれる機

構で、これらは 2次元 Navier-Stokes方程式のような中性流体には見られない特徴である [35, ?, 30]。本

研究では、これら 2つの効果の競合が乱流構造の自己組織化に与える影響を議論し、その過程が磁場閉じ

込めプラズマ中の乱流における構造形成とどのように関わってくるかを検討する。
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3.1 H-M方程式の保存則

前章で、規格化された H-M方程式 (2.45)を得た。簡単のため、以下の記述では規格化を意味するハッ

トを省略する。

H-M方程式 (2.45)を波数空間で表示すると次のようになる。

− ∂

∂t
(τ + k2⊥ρ

2
s)ϕk +

∑
k=k′+k′′

Λk
k′,k′′ϕk′ϕk′′ + iL−1

n kyϕk = 0 (3.1)

Λk
k′,k′′ =

1

2
ρ2s[b · (k′ × k′′)(k′′2 − k′2)] (3.2)

ここで密度勾配に由来する線形項 ∇ lnn0 について、密度勾配の向きを x軸方向に、それに対して垂直方

向を y 軸方向にとり、電子反磁性ドリフトの向きを正にとり、さらに bを z 方向にとった。上式の左辺第

2項は非線形相互作用項、第 3項は密度勾配に由来する線形項である。H-M方程式について短波長極限を

とり慣性項の中の断熱応答項と線形項を無視すると、中性流体の運動を記述するものとしてよく知られた 2

次元 Navier-Stokes方程式に帰着されることに注意する (第 3.2節参照)

式 (2.45)に従う 2次元系の乱流について ϕと ∇ϕを掛けて積分すると以下のような形式を得る。

∂

∂t

1

2

∫∫
[τ |ϕ|2 + ρ2s|∇ϕ|2]dxdy

+

∮ [
−ϕ(b×∇ϕ) lnn0 + ϕ

∂

∂t
ρ2s∇ϕ− ϕρ2s∇2ϕ(b×∇ϕ)

]
· dS = 0 (3.3)

∂

∂t

1

2

∫∫
[τ |∇ϕ|2 + ρ2s|∇2ϕ|2]dxdy

+

∮ [
−τ∇ϕ

∂ϕ

∂t
+

1

2
ρ2s(∇2ϕ)2(b×∇ϕ) +∇2ϕ(b×∇ϕ) lnn0

]
· dS = 0 (3.4)

ただし第 2項の
∮
dS は境界での面積分である。これは Dirichlet境界条件 ϕ = 0か周期境界条件のもとで

ゼロと出来るので、以下のような 2つの量が保存することが分かる。

エネルギー:

E =
1

2

∫∫
[τ |ϕ|2 + ρ2s|∇ϕ|2]dxdy (3.5)

エンストロフィー:

W =
1

2

∫∫
[τ |∇ϕ|2 + ρ2s|∇2ϕ|2]dxdy (3.6)

3.2 2次元乱流におけるエネルギー逆カスケード

乱流における自己組織化現象は、系に課された何らかの保存量がスペクトル空間における輸送を通じて

散逸する過程 (カスケード) によって特徴付けられる。前節において、H-M 方程式系においてエネルギー
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(3.5)とエンストロフィー (3.6)の 2つが保存することが示された。このように 2つの保存量がある 2次元

乱流について、Fourier空間での振幅 (スペクトル)がどのような構造をとるかを考える。

外部からの乱流駆動による注入領域 (ソース)と短波長での散逸領域 (シンク)が十分離れているとき、両

者の間ではエネルギー/エンストロフィーの波数空間上での輸送率W,W ′ が一定となる (途中で駆動によ

るエネルギー注入や粘性散逸がない)領域があると考えられる。このソースとシンクの間にまたがるスペク

トル空間上のスケールを慣性領域という。以下では Kolmogorovの議論に基づき、慣性領域における 3次

元乱流が満たすべきエネルギースペクトル E(k)のべき乗則を示す [6]。

まず H-M方程式 (2.45)について短波長極限を取ると

慣性項

ρ2s∇2
⊥ϕ− τϕ → ρ2s∇2

⊥ϕ

線形項

(b · ∇ϕ) · L−1
n ky → 0

となり、式 (2.45)から
∂

∂t
(∇2

⊥ϕ) + (b×∇ϕ) · ∇ϕ = 0 (3.7)

という形を得る。エネルギースペクトルがべき乗則に従う慣性領域では、時空間のスケール変換を

(x, y) → ξ(x, y), t → σt とおいても式 (3.7) の関数形は変化しないと考えられる。この条件から ϕ のス

ケール変換が ϕ → (ξ2/σ)ϕと定まる。すなわち短波長領域において ϕが持つ次元は

[ϕ] ∼ [length]2[time]−1 (3.8)

となる。ここで保存量 (3.5),()3.6) についても短波長近似を考えるとエネルギー E =
∑

k ρ
2
sk

2|ϕk|2 とエ
ンストロフィーW =

∑
k ρ

2
sk

4|ϕk|2 の表式を得る。エネルギー密度の輸送率W を式 (3.7) から検討する

と [W] ∼ [length]2[time]−3 となる。慣性領域では [W] ∼ const.だと思うとこれは時間について逆に解く

ことができて、波数 k におけるエネルギーカスケードの特性時間として

τEk ∼ W−1/3k−2/3 (3.9)

を、また同様にエンストロフィーカスケードの特性時間として

τWk ∼ W ′−1/3 (3.10)

を得る。1次元エネルギースペクトル E(k)を E =
∫∞
0

E(k)dk =
∑

k |ϕk|2 となるように定義すれば、こ
れに上記の次元解析の表式を代入することで E(k) の表式を得る。エンストロフィー (3.6) はエネルギー

(3.5)よりも k 依存性が高く短波長領域ではより速く散逸することが期待されるため、乱流の駆動スケール

ks より短波長の領域 (k > ks) ではエンストロフィーの慣性領域となっており、また反対に k < ks の領

域ではエネルギーの慣性領域となっていると考えられる。これらを踏まえると、E(k)の従うべき乗則につ

いて

E(k) ∼

{
k−5/3, k ≪ ks,

k−3, k >≫s

(3.11)
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という関係式を得る。

一方、H-M方程式 (2.45)は、慣性項 ∂t(τϕ+ ρ2s∇2ϕ)において断熱応答項 τϕの影響が顕著になる特徴

的なスケール
kλ ≡

√
τ/ρ2s (3.12)

を境として系の特徴が大きく変化する [35]。この影響について考察するため、H-M方程式 (2.45)について

長波長極限 k ≪ kλ を取った次のような表式

∂(−τϕ)

∂t
+ (b×∇) · (ρ2s∇2ϕ) = 0 (3.13)

についてスケール変換に対する不変性より ϕのスケール変換が ϕ → (ξ4/σ)ϕと定まる。すなわち長波長領

域において ϕが持つ次元は
[ϕ] ∼ [length]4[time]−1(k ≪ kλ) (3.14)

となる。保存量 (式 3.5,3.6) の長波長近似よりエネルギー E =
∑

k τ |ϕk|2、エンストロフィー W =∑
k τk

2|ϕk|2 という表式を得る。波数 k におけるエネルギーカスケードの特性時間は

τEk ∼ W−1/3k−8/3 (3.15)

を、また同様にエンストロフィーカスケードの特性時間として

τWk ∼ W ′−1/3k−2 (3.16)

を得る。1次元エネルギースペクトル E(k)に次元解析の表式を代入することで

E(k) ∼

{
k−11/3, k ≪ kλ ≪ ks,

k−5/3, kλ ≪ k ≪ ks
(3.17)

という関係式を得る。

逆カスケードが起こる原因は上述のように、2次元系では保存量が 2つあることである。一方、エネル

ギーが逆カスケードした先の長波長側でどのような構造が形成されるかはこれまでの議論では定まらない。

この点について、以下の 2節で議論する。

3.3 Rhinesスケールと断熱スケール: 渦構造の形成を特徴づけるもの

前節までは一様等方な 2次元乱流におけるエネルギーの逆カスケードを通じた自己組織化の物理機構を

議論した。もし逆カスケードの過程をさえぎるものが何もない場合、形成される渦構造は系のとりうる最

大波長 (典型的には系のボックスサイズ)にまで達すると考えられる。一方で、これを途中で阻害するよう

な機構も様々なものが知られている。

本節では、これらのうち ZFの形成に大きな影響を及ぼすと考えられる 2つのもの、すなわち線形分散

による Rhinesスケールと、断熱応答項の存在による断熱スケールについて吟味し、これらの競合関係と磁

化プラズマにおける ZF形成との関連を議論する。
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3.3.1 ドリフト波と Rhinesスケール

核融合プラズマは準 2次元系乱流のなかでも特に、系の回転に由来する波の線形分散が存在することに

特徴づけられる。このような系においては長波長スケールでは線形分散の影響が支配的となるため、非線

形相互作用に基づくエネルギーのカスケードが阻害され、結果としてある特定の波長スケールにおいてス

ペクトルが凝集するような現象が現れる。本節では H-M方程式において、ドリフト波の線形分散が存在す

る影響によって ZFのような非等方的な構造を自発的に形成する機構について議論する。

式 (3.1)の非線形項 (第 2項)を無視して慣性項 (第 1項)と線形項 (第 3項)を等値すると H-M方程式に

おける線形分散関係が得られる。

ωk =
L−1
n ky

τ + k2ρ2s
(3.18)

H-M方程式と同様の数学的構造を持ち、惑星表面大気を記述する Charney方程式 [36]においては、多く

の場合着目する渦構造の波長は系を特徴付ける Rossby 半径と比較して短波長である。この例に倣い短波

長近似 k ≫ 1を置くことで次のような分散関係式を得る。

ωk =
L−1
n ky
k2ρ2s

(k ≫ 1) (3.19)

l

乱流の振幅が十分小さいときは、系に励起される揺動はおおむね分散関係式 (3.18)で支配される波の多

数の重ね合わせによって表現され、各波数 k のモードに対する周波数の非線形項によるズレ ∆ω は ωk と

比べて十分小さいと期待される。このような弱い乱流を以下の議論で仮定する。

非線形項によるエネルギーカスケードの描像を議論するため、次のような単純化されたモデルを考える。

すなわち、3つの波数 k1, k2, k3で表される平面波のみが存在し、それぞれの波数について k1+k2+k3 = 0

を満たすものとする。これら 3つの波が H-M方程式 (2.45)に従い相互作用しているとき、それぞれの振

幅は以下のように表される。

dϕ1

dt
+ iω1ϕ1 = Λ′1

2,3ϕ
∗
2ϕ

∗
3, (3.20)

dϕ2

dt
+ iω2ϕ2 = Λ′2

3,1ϕ
∗
3ϕ

∗
1, (3.21)

dϕ2

dt
+ iω3ϕ3 = Λ′3

1,2ϕ
∗
1ϕ

∗
2, (3.22)

ただし ϕj(t) ≡ ϕkj
(t), ωj ≡ ωkj

(j = 1, 2, 3)と略記し、ϕ∗ は ϕ = 1
2

∑
k[ϕk exp(ik ·q)]の複素共役である。

また、Λ′1
2,3 ≡ Λ1

2,3/(τ +k21ρ
2
s)は式 (3.2)から誘導された。それぞれのモードの振幅 ϕj の安定性について考

える。各波数の大きさを kj ≡ |kj |、k1 ≤ k2 ≤ k3 とし、また初期状態での振幅について |ϕ2| ≫ |ϕ1|, |ϕ3|
とする。このとき ϕ2 の振幅を一定と仮定して上式を線形化してそれぞれ

dA1

dt
= Λ′1

2,3A
∗
2A

∗
3 exp(iθt), (3.23)

dA3

dt
= Λ′3

1,2A
∗
1A

∗
2 exp(iθt) (3.24)
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を得る。ただし ϕj ≡ Aj exp(−iωjt)と表し、A2 = const.と仮定する。また、θ = ω1 + ω2 + ω3 は各モー

ド間の周波数ミスマッチである。式 (3.23),(3.24) を連立すると A1 の時間発展に関する以下の方程式を

得る。
d2A1

dt2
− iθ

dA1

dt
− Λ′1

2,3Λ
′3
1,2|A2|2A1 = 0 (3.25)

この式が虚解を持つ条件よりモード 2からモード 1,3へのエネルギーの移送が起こる条件が

θ2 − 4Λ1
2,3Λ

3
1,2|A2|2 < 0, (3.26)

またその成長率は

γ =

√
Λ1
2,3Λ

3
1,2|A2|2 −

1

4
θ2 (3.27)

と定まる。長波長領域では線形分散が卓越するため、式 (3.27) における周波数ミスマッチが大きくなり、

非線形結合が安定化されるためエネルギーの逆カスケードが進まなくなる。どの程度の波数でこの両者の

釣り合いがとれるかについては、H-M方程式 (2.45)において線形項と非線形項のオーダーを比較し、両者

の大きさの釣り合いを取ることでその波数領域を見積ることができる。

線形項の大きさは式 (3.18)における線形周波数 ωk =
L−1

n ky

k2ρ2
s
で表されるが、非線形項の大きさについて

は渦の回転周波数 ωt ≡ Uk で見積るものとする。ここで U ≡
√
S−1

∫
dS|∇ϕ|2 は乱流の平均速度、

∫
dS

は 2次元解析領域 S 上の積分である。この 2つが釣り合う条件から、θ ≡ tan−1(ky/kx)として

kc,xρs = L
− 1

2
n U− 1

2 sin
1
2 θ cos θ,

kc,yρs = L
− 1

2
n U− 1

2 sin
3
2 θ (3.28)

を得る。この波数 kcρs ≡ L
−1/2
n U−1/2 を Rhinesスケール [29]と呼ぶ。

3.3.2 渦の結晶化:断熱スケールと逆カスケードの阻害

前節で議論したように、2次元乱流におけるエネルギーの逆カスケードにおいて背景にある線形分散がド

リフト波のように非等方な構造を持つとき、線形項の影響による逆カスケードの阻害によって Rhines ス

ケール (式 (3.28))のような非等方な構造が形成されると見込まれる。これと異なる逆カスケード阻害の過

程として、スペクトルの長波長領域における各モードの慣性が断熱応答項の存在によって変化することによ

る影響が考えられる。第 3.2節で議論したように、H-M方程式における逆カスケードの性質は断熱スケー

ル (式 (3.12))を境に大きく変化する。エネルギーが逆カスケードしていく過程において Rhinesスケール

kc よりも先に断熱スケール kλ の影響を受ける場合におこるのが渦の結晶化である。以下ではこの仕組み

について議論し、自己組織化による形成が期待される渦構造の特性について検討する。l

エネルギーカスケードの特性時間 τEk (3.9,3.15)はあるスケール k−1 を持つ構造が非線形相関によって消

滅するまでの特性時間と見なせるため、エネルギー注入が始まって時刻 t経過後に消滅する渦の特性スケー

ルを kt とすると、τEk を k について解くことでエネルギースペクトルの平均波数に対する時間依存性を見

積ることができる。断熱スケールの長波長側 k ≪ kλ ≪ ks、および短波長側 kλ ≪ k ≪ ks のそれぞれに
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ついて

kt ∼

{
W−1/8t−3/8,k ≪ kλ ≪ ks,

W−1/2t−3/2,kλ ≪ k ≪ ks
(3.29)

という表式となる。kλ より長波長側ではその時間依存性がより弱くなり、逆カスケードの進展がより遅く

なることが予想される。この機構により kλ 付近に逆カスケードしてきたエネルギーが集中する現象が”渦

の結晶化”として知られている [35, 37, 30]。

3.3.3 臨界パラメータ

エネルギーの逆カスケードを通して形成される構造の特徴的スケールは、Rhinesスケール kc(3.28)と断

熱スケール kλ(3.12) のいずれかによって定まる。波数空間で kc は非等方な構造を持ち ZF 形成に寄与す

る一方、kλ は等方的であるため渦の結晶化は乱流構造が等方的なままに保たれる。乱流構造の形成がどち

らの影響を受けるかは、両者の比として決まる臨界パラメータ

kc/kλ = L−1/2
n U−1/2τ−1/2 (3.30)

によって見積ることができると考えられる。このパラメータを基準として考えると kc/kλ > 1、すなわち

1. 密度勾配が急峻なとき (L−1
n )

2. 乱流振幅が小さいとき (U−1/2)

3. 温度比パラメータが小さいとき (τ−1/2)

のときに乱流構造は Rhinesスケール kc による影響を受けて、自己組織化による ZF形成が期待されるよ

うな乱流となる。第 4章、第 5章では、スラブ/トロイダル ETG乱流における構造形成について臨界パラ

メータ kc/kλ の変化と ZF形成の有無についての関連を議論する。

3.4 変調不安定性

ここまで議論されてきた自己組織化現象においても、系に内在する線形モード構造が重要な役割を果た

していることが議論されてきた。これらのモード構造は、エネルギーのカスケードとは異なる過程を通じ

ても大域的な構造を形成する。それらのうちの一つに変調不安定性による過程が挙げられる [38]。

変調不安定性の過程においては、モード間の 3波結合によって大振幅のポンプ波からビート波が非線形

的に励起される。このとき、ポンプ波:線形 ETGモード (ストリーマ構造、kx ∼ 0)、ビート波:ZF(ky ∼ 0)

のように波数空間において大きな隔たりがあるモード同士での相互作用がある点が、逆カスケードによる

ZF励起と大きく異なる。本節では H-M方程式のモデルを対象に変調不安定性の構造を概観する。

H-M方程式 (2.45),あるいはその波数空間での表式 (3.1)において簡単のため密度勾配に由来する線形項

を無視する。またポンプ波、ZFは次のような形を持つと仮定する。

ϕp(x, y; t) = ϕ̄p(t) sin(kxx) cos(kyy) (3.31)

ϕkq (x; t) = ϕ̄kq (t) sin(kqx) (3.32)
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ここで kq は考察の対象とする ZFモードの径方向波数である。これらの波と 3波結合過程で相互作用する

サイドバンドは波数がそれぞれ (kx + kq, ky), (kx − kq, ky)となる 2つのモードとなる。これらの波の振幅

が従う方程式を波数空間で表すと、式 (3.1)より

(τ + ρ2sk
2
q)

∂

∂t
ϕkq

(t) = kyk
2
qρ

2
s(2kx + kq) (ϕ−kx,−ky

ϕkx+kq,ky
− ϕ−kx,ky

ϕkx+kq,−ky
)

+kyk
2
qρ

2
s(2kx − kq) (ϕkx,ky

ϕ−kx+kq,−ky
− ϕkx,−ky

ϕ−kx+kq,ky
) (3.33)

(τ + ρ2s((kx + kq)
2 + k2y))

∂

∂t
ϕkx+kq,ky

= kykqρ
2
s(k

2
x + k2y − k2q)ϕkx,ky

ϕkq
, (3.34)

(τ + ρ2s((kx − kq)
2 + k2y))

∂

∂t
ϕ−kx+kq,ky = kykqρ

2
s(k

2
x + k2y − k2q)ϕ−kx,kyϕkq (3.35)

ここでポンプ波の振幅が他のモードに比べて十分大きく (|ϕp| ≫ |ϕkq
|, |ϕkx+kq,ky

|, |ϕ−kx+kq,ky
|)、その振

幅が一定 (ϕ̄p = const.) として方程式を線形化し、全てのモードについて正弦波の時間依存性を仮定する

(ϕ ∝ exp(−iωt))と、次のような分散関係を得る。

−(τ + ρ2sk
2
q)ω

2 =
k2yk

3
qρ

4
s(2kx + kq)(k

2
x + k2y − k2q)

τ + ρ2s((kx + kq)2 + k2y)

× (ϕkx,ky
ϕ−kx,−ky

+ ϕ−kx,ky
ϕkx,−ky

)

−
k2yk

3
qρ

4
s(2kx − kq)(k

2
x + k2y − k2q)

τ + ρ2s((kx − kq)2 + k2y)

× (ϕ−kx,ky
ϕkx,−ky

+ ϕ−kx,−ky
ϕkx,ky

) (3.36)

これに ϕ̄p を代入して

ω2 =

−
k2yk

4
qρ

4
s(k

2
x + k2y − k2q)[2τ + ρ2s((kx + kq)

2 + (kx − kq)
2 + 2k2y)− 8ρ2sk

2
x]

(τ + k2qρ
2
s)[τ + ρ2s((kx + kq)2 + k2y)][τ + ρ2s((kx − k2q) + k2y)]

ϕ2
p,0

8
(3.37)

ポンプ波の波数 (kx, kq)と ZFの波数 kq を指定することで、分散関係式 (3.37)の右辺 (= ω2)の符号から

変調不安定性によって ZFが励起されるかどうかを判別できる。変調不安定性による解析は、スラブ ETG

乱流における ZF形成過程の候補として次章で検討された。
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第 4章

スラブ ETG乱流の自己組織化

径方向の密度・温度勾配がある磁場閉じ込めプラズマにおいては、径方向の密度・温度勾配を自由エネル

ギー源としてイオン/電子温度勾配不安定性 (ITG/ETG)に代表されるドリフト波不安定性が励起される。

これらの線形不安定性は、磁場閉じ込めプラズマ中における微視的乱流の主な駆動源と考えられている。微

視的乱流はイオンスケール (k⊥ρTi ∼ 1)と電子スケール (k⊥ρTe ∼ 1)で構造形成の性質が大きく異なる。

本節ではスラブ配位における電子スケール乱流についてジャイロ運動論的 Vlasov-Poisson方程式系に基

づく数値計算を実施し、その結果からスラブ ETG乱流における流れの構造形成を自己組織化現象の観点か

ら明らかにした。なお本章と次章では簡単のため、第 2章で用いた座標系や関数がジャイロ中心座標 ZGY

におけるものであることを意味する上付きバーの表記は省略する。また、H-M方程式については式 (2.44)

による規格化を用いる。

4.1 シミュレーションモデルと設定

4.1.1 座標系と閉じ込め磁場の設定

第 1章で紹介されたように、スラブ配位では閉じ込め磁場に曲率がなく、磁気ドリフトによる影響が除

外される。本節では、このようにトロイダル系と比較して単純化された系における乱流構造を議論するこ

とで、プラズマ乱流の構造形成における基本的な物理を理解すると共に次章への準備とする。図 4.1にスラ

図 4.1: スラブ配位の座標系
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ブ配位の模式図を示す。空間座標系は x方向を径方向、z 方向を背景磁場 B0 の方向とし、y方向は xと z

に垂直な方向とする。

本研究では簡単のため、スラブ配位のシミュレーションにおいて実空間構造はシングルヘ

リシティモデルを用いた。このモデルでは解析領域内における物理量 A(r) の Fourier 振幅

A(k) ≡ 1
LxLyLz

∫
drA(r) exp(−ik · r)について、kz = 0成分のみを考察の対象とする手法である。この

とき、シングルヘリシティモデルでは磁力線に沿った方向についての波数 k∥ は k∥ ≡ k · b = kyB1/|B|と
なる。ここで B1 は背景磁場と垂直な成分を示す。このような系を仮定することで準 2次元的なプラズマ

乱流の記述が単純化され、実空間についてより扱いやすい 2.5次元的取り扱い (磁力線方向へのダイナミク

スを考慮しつつ実空間について 2次元のみ解く)をすることが可能となる。本研究では B1 の空間変化によ

る磁気シアは考慮せず、B1 は空間的に一様とする。

4.1.2 支配方程式

スラブ配位におけるジャイロ中心座標の電子分布関数 F (R, v∥, µ; t) が従うジャイロ運動論的 Vlasov-

Poisson方程式系を得るため、式 (2.13)において背景磁場の一様性を仮定すると式 (4.1)を得る。

∂F

∂t
+

(
v∥b+

c

B0
b×∇⟨ϕ⟩α

)
· F − qe

me
b · ∇⟨ϕ⟩α

∂F

∂v∥
= C(F ), (4.1)

B = B0ẑ+B1ŷ、λDs =
√

Ts/4πnsq2s はDebye長、ρTe = vTe/ωceは電子ジャイロ半径、vTe =
√
Te/me

は電子熱速度、C(F )は線形 Fokker-Planck衝突項である。静電ポテンシャルはジャイロ運動論的 Poisson

方程式 (2.25)により計算される。

4.1.3 解析領域の解像度設定

ボックスサイズを (Lx, Ly) = (585ρTe, 292ρTe), とし、速度空間方向について境界で分布関数の値が

十分小さくなるよう v∥ = [−5vTe, 5vTe], v⊥ = [0, 5vTe] までとった。 この条件のもと、グリッド数を

Nx ×Ny ×Nv∥ ×Nµ× = 512× 256× 64× 16とした。

実空間での波数解像度 kxρTe = [0.005, 1.37], kyρTe = [0.011, 1.37]は、短波長側ではスラブ ETGモー

ドが線形安定となり、エネルギーシンクとして働くようなスペクトル領域を十分広くとるとともに、長波

長側でも逆カスケードによる大域的な構造を捉えられるように設定した。

表 4.1: スラブ配位:シミュレーションの波数空間解像度

kxρTe kyρTe

0.005, 1.37 0.011, 1.37



26 第 4章 スラブ ETG乱流の自己組織化

4.1.4 初期条件と境界条件

分布関数 F、静電ポテンシャル ϕの径方向境界には Dirichlet境界条件を課し、数値的に粒子やエネル

ギーが外部へ流出しないように設定した:F − F0 = 0, ϕ = 0(x = 0, Lx)。 また y 方向については元の系に

おける座標系の設定を鑑みて周期境界条件を課した。

分布関数 F の初期条件としてMaxwell分布を与えた。

FM (R, v∥, µ) =
n0(x)

(2πmeTe(x))3/2
exp

(
−
mev

2
∥/2 + µB0

Te(x)

)
(4.2)

ここで密度・温度の径方向分布は以下のような構造を仮定した。これは境界付近の密度・温度勾配を小

さくして乱流を安定化し、乱流の自己組織化が発展する中心領域への境界条件の影響を極力避けるためで

ある。

(ne, Te)(x) = (n̄e, T̄e) exp

[
−0.3Lx

Ln,Te

tanh

(
x− 0.5Lx

0.3Lx

)]
, (4.3)

ただし n̄e, T̄e は x = 0.5Lx での密度と温度、Ln ≡ ne/|∇ne|, LTe ≡ Te/|∇Te| は密度と温度の勾配長で
ある。

4.1.5 ジャイロ運動論的 Vlasovコード G5D

第 2章で述べたように、ドリフト波乱流のダイナミクスはジャイロ運動論的 Vlasov-Maxwell方程式系

で記述される。Vlasov方程式は 5次元位相空間 (空間 3次元 +速度 2次元)で定義されたジャイロ中心座

標分布関数 F̄s(Zgy)が従う移流方程式を持つが、このような偏微分方程式を数値的に解く手法としては大

きく分けて Lagrange法と Euler法の 2種類がある。

Lagrange法では分布関数を離散的な粒子によって表現し、それぞれの時間発展を移流方程式に従って解

くモンテカルロサンプリングを行う。必要とされるメモリ量が比較的少なく、ジャイロ運動論的方程式系

の数値解法として初期から用いられてきた手法である。一方で、モンテカルロ法に伴う統計的エラーから

生じるノイズによって粒子やエネルギーの保存精度が低い、という問題がある。Euler法、あるいはより広

く Vlasovシミュレーションとして知られる手法では位相空間上に離散化された格子点を設定し、その格子

上で分布関数が従う移流方程式を離散化する手法である。Lagrange法と比較して粒子やエネルギーなどの

物理的な保存則の計算精度が良く長時間シミュレーションに適しているが、数値計算のために要求される

リソースが大きい。

本研究ではスラブ配位の電子スケール ETG乱流を解くために full-Fグローバル Vlasovコード G5Dを

用いた [39]。このコードでは、スラブ配位のジャイロ運動論的方程式系 (4.1)、(2.25)を解くためにジャイ

ロ運動論的 Vlasov方程式に差分法、ジャイロ運動論的 Poisson方程式に有限要素法を適用する。ここで、

Vlasov方程式 (4.1)を離散化する際に、数値散逸を防ぐためにMorinishiスキームによる差分法を用いてい

る [40]。これによって離散化された Vlasov方程式においては、分布関数 Fについての L1 ノルム:
∫
Fd6Z
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表 4.2: 減衰乱流計算:パラメータ設定

Ln,0/ρTe τ ≡ Te/Ti ρ2s ≡ 1 + λ2
De/ρ+ Te2 Ln/ρTe

(
k∥
ky

Ln

ρTe

)
k∥/ky

∼ 1.46× 103 ∼ 0.3 ∼ 11 (1, 2, 4, 8)× 1460 (8, 4, 2, 1)× 0.118 8.0× 10−5

と L2 ノルム:
∫
F 2d6Z が同時に保存され、数値振動の成長が抑制される。これにより無衝突プラズマに対

して数値的な安定性の高い計算が可能となっている。

4.2 減衰乱流シミュレーション

4.2.1 密度勾配スキャン:Rhinesスケールの検証

第 3章において、エネルギーの逆カスケードによる ZFの形成と Rhinesスケールの関連を議論した。そ

の中でエネルギーの逆カスケードが線形ドリフト波の分散によって阻害されることにより ZFが形成され、

その特徴的な波数である Rhinesスケール kc について kc ∝ L
−1/2
n U−1/2 の比例関係があることを指摘し

た。流れの構造形成とプラズマ平衡パラメータとの間に予想されるこのような関係について、G5Dコード

による数値計算と比較した。

数値計算を行う系について、平衡配位の設定として温度勾配 R/LTe = 0とし、ETGモードが線形安定

で乱流場の励起に寄与しないようにした。乱流は時刻 t = 0に与えられた初期擾乱のみによって駆動され

る。この擾乱は分布関数の平衡成分 FM に対する密度擾乱として与えた:F = (1 + δne/n0)FM (r, v∥, µ)。

減衰乱流計算において、乱流の自己組織化に関連する平衡パラメータは表 4.2のように設定した。ここで

Ln,0 は密度勾配長スキャンを実施する際の基準としてとった値を示す。式 (4.4)は初期条件に与えた密度

擾乱 δne(r)である。δne(r)は波数空間においてエネルギーソース波数 ksρTe ∼ 0.6をピークに持つ一様

等方な擾乱を設定し、線形 ETG不安定性の特徴的なスケールによる乱流駆動を模した。

δne(r; t = 0) = A(x)× δn0

∑
kx,ky

exp

(
− (|k⊥| − |ks|)2

|0.2ks|2

)
exp(i(k · r + 2πrn)) (4.4)

A(x) =
1

2

(
1− tanh

(
x− 0.2Lx

0.05Lx

)
tanh

(
x− 0.8Lx

0.05Lx

))
(4.5)

ここで ksρTe = 0.6、k2⊥ ≡ k2x + k2y、そして rn は [0, 1]の乱数で、この値で表現されるランダムな位相

を加えて乱流場を与えるように設定している。初期条件をこのようにとることで、線形 ETGモードの固有

関数のような径方向に細長いストリーマ構造が励起する変調不安定性や K-H不安定性による ZF形成の影

響を排除し、自己組織化現象のみに着目することができる。

図 4.2(a),(b)に静電ポテンシャルの実空間構造 eϕ/Te の初期条件と飽和乱流構造を示す。

密度擾乱の大きさ δne は初期条件における静電ポテンシャルが ETG乱流の非線形飽和段階における振

幅と同程度のオーダである eϕ/Te(t = 0) ∼ 0.5%となるように選んだ。減衰乱流シミュレーションの結果、

図 4.2(b)に示すように y 方向に細長く伸びた構造が確認され、そのスペクトル構造は図 4.9(c)に示される



28 第 4章 スラブ ETG乱流の自己組織化

(a) 初期条件:t = 0 (b) 飽和乱流構造

図 4.2: スラブ配位減衰乱流計算:静電ポテンシャル eϕ/Te の実空間構造。

ダンベル型の非等方な構造を示した。

密度勾配長 Ln/ρTe = 6.0× 103 でのエネルギーの相対変化について、時間推移を図 4.3に示す。初期条

件に与えた場のエネルギー Ef (2.30)が Landau減衰と衝突項によって運動エネルギー Ekin(2.30)へと散

逸し、全エネルギーが保存していることがわかる。

第 3章に述べたように、2次元乱流の自己組織化においてエネルギーが長波長側に逆カスケードしてい

くのに対してエンストロフィーは短波長側に順カスケードしていく。エンストロフィーのほうが k 依存性

の次数が強く、Landau 減衰による影響をより強く受けると考えられるため、エンストロフィーの減衰率

はエネルギーのそれを上回ることが予想される。これは２次元流体の乱流においてエンストロフィーの選

択的散逸として知られており [28]、本研究で解析した電子スケールのプラズマ乱流についても確認された。

図 4.4は密度勾配長 Ln/ρTe = 1.46× 103 としたケースについて場のエネルギー Ef (式 3.5)とエンストロ

フィーW (式 3.6)の時間推移を示したものである。エンストロフィーの選択的散逸から、エネルギーが逆

カスケードする過程が示唆される。

次に、Rhinesスケールの密度勾配長依存性が kc ∝ L
−1/2
n U−1/2 と表せることから、密度勾配長 Ln を

表 4.2のように変化させたときの kZFU
−1/2 と L

−1/2
n の比例関係を求めた。

乱流場の Landau 減衰は熱速度に対するドリフト波の磁力線方向への位相速度の比
(

ω∗
e

k∥vTe

)
=(

k∥
ky

Ln

ρTe

)−1

によってその減衰率が決まる。この比は表 4.2 に示されるように、Ln/ρTe = 1.2 × 104

のとき小さな値を取り (∼ 0.12)、Ln が小さく (密度勾配が急峻に)なるにつれ ω∗
e/k∥ ≫ vTe の流体近似の

極限に近づくので乱流場の Landau減衰の効果が弱まる。この結果、図 4.5に示すように Ln に依存して乱

流場のエネルギー Ef、および乱流場平均速度 U が変化する。

これらの計算を元に、Rhinesスケールの密度勾配依存性を検証する。ここで乱流計算における ZF波数

kZF は 2次元エネルギースペクトル E(kx, ky)から次のように定義した。

kZF ≡
∫
dkxkxE(kx, ky = 0)∫
dkxE(kx, ky = 0)

(4.6)
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図 4.3: エネルギーの時間推移 (Ln/ρTe = 1.5× 103)。

図 4.4: エネルギー E(t)とエンストロフィーW (t)の

時間推移 Ln/ρTe = 1.5× 103

図 4.5: 乱流場エネルギーの時間推移、Ln スキャンに

おける Θ ≡ k∥
ky

Ln

ρTe
→ 0 の流体極限で Landau 減衰

の効果が弱まる。

ここで E(kx, ky)は式 (3.5)の波数空間表示より次のように定義される。

E(kx, ky) = (τ + k2ρ2s)|ϕ(kx, ky)|2 (4.7)

ϕ(kx, ky) =
1

LxLy

∫
dx

∫
dyϕ(x, y) exp[−i(kxx+ kyy)] (4.8)

基準となる密度勾配を Ln,0/ρTe = 1.46 × 103 として、解析的な表式 kc ∝ L−1
n U−1/2(緑線)と式 (4.6)

による数値計算結果からの計測 (紫線)を比較した結果を図 4.6に示す。密度勾配スキャンにおけるいずれ

のケースでも kZF が Rhinesスケール kc の Ln 依存性とよく一致を示していることが示された。この結果

は先行研究での粒子コードで検証された点であるが、粒子コードではサンプリングノイズの問題があるた
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図 4.6: 減衰乱流シミュレーション:密度勾配スキャンにおける ZF波数 kZF と Rhinesスケール kc との比

較

め乱流場のエネルギースペクトル構造に関する詳細な検討はされていなかった [25]。

4.2.2 振幅スキャン:Rhinesスケールの 2次元スペクトル構造からの考察

第 3章で指摘したように、乱流場における流れ場は、自己組織化によって形成される構造の特徴スケール

がどのような機構を通じて決まるかによって、その大域的な構造形成の性質が大きく異なると考えられる。

本節では、先に流体モデルに対する理論的な考察から得られたこのような描像が運動論モデルにおける議

論でも成り立つかどうかを検証する。そのために、等方的な乱流擾乱を初期条件として与えた系について

1. HMモデル (流体モデル)

2. GKモデル (運動論的モデル), ETGモードの線形安定な系

2.1. 小振幅ケース

2.2. 大振幅ケース

の減衰乱流計算をそれぞれ実施し、その乱流構造を比較検討した。

Rhinesスケールはエネルギーの逆カスケードにおいて

• 線形分散周波数 ωr

• 非線形相関周波数 ωt = U |k⊥| (渦の回転周波数)

の 2つが競合する過程によりその大きさと構造が定まる。ただし U ≡
√
V −1

∫
c
B0

|∇ϕ|2dV は解析領域に
おける乱流場平均速度を表わす。一方、線形分散 ωr は背景にある固有モード構造によって変化するため、

着目するモードの線形分散によって Rhinesスケールは変化しうる。前節で見たように、流体モデルにおい

てはスラブ配位のドリフト波 ωr = ω∗
τ+k2

⊥ρ2
s
を考えた。これについて、シングルヘリシティのスラブ ETG

モードの線形分散 (第 2章)と比較し、ky の関数として表したものが図 (4.7)である。
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図 4.7: 実周波数の比較:流体モデルとジャイロ運動論モデル

ここで平衡パラメータとして τ ≡ Te/Ti = 0.3、ρ2s ≡ 1+λ2
De/ρ

2
Te = 11(表 4.2)、ジャイロ運動論モデル

温度勾配パラメータを L−1
Te = 0、シングルヘリシティの設定における磁力線方向の波数 k∥/ky = 8.0×10−5

は参考文献 [25]における設定と同一の値とした。

H-Mモデルと GKモデルの線形分散を比較すると、高 ky 領域では有限ジャイロ半径効果によって差異

が大きくなるが、低 ky 領域においてはよい一致を示す。従って、H-Mモデルと GKモデルは自己組織化

現象について同様の議論が適用できると期待される。

以上の点を考察するため、本節では

• H-M(流体)モデルと GK(運動論)モデルの比較

• GKモデルにおける小振幅/大振幅乱流の比較

のそれぞれについて、初期条件として乱流擾乱を与えたときの乱流場の減衰を追う乱流計算を実施した。

ここでは H-M方程式 (2.45)の右辺に粘性項を導入したモデルを用いた。

∂

∂t
(ρ2s∇2

⊥ϕ− τϕ) + (b×∇ϕ) · ∇(ρ2s∇ϕ+ lnn0) = µ∇4ϕ (4.9)

初期擾乱は式 (4.4)によって与えられる等方的な乱流とし、逆カスケードによる慣性領域をより広く取るた

めスペクトルのピークを k⊥ρTe ∼ 0.6付近とした。図 (4.9)(a)は初期密度擾乱から求めたエネルギースペ

クトル (4.7) である。背景プラズマの平衡パラメータとして表 4.2 のように値を設定した。前節の結果よ

り、乱流振幅が eϕ/Te ∼ 0.5%の場合は乱流構造が十分発達したときに ZFの形成が期待される。ジャイ

ロ運動論におけるシングルヘリシティの設定 k∥/ky ×Ln/ρTe ∼ 0.75は、トーラスプラズマの連結長程度、

かつ、温度勾配をつけて不安定化した場合に ETGモードの成長率がいちばん大きくなるような値を設定し

ている。これに合わせて、H-Mモデルでの粘性係数 µ = 1.0× 10−3 はエネルギーの減衰が GKモデルと

近くなるように設定した。

図 (4.8) は各ケースについて乱流場平均速度 U の時間推移をプロットしたものである。以下では、各

シミュレーションで計測された物理量について、乱流が十分発達した段階での値を ωr より十分長い
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∆t = 40Ln/vTe で平均してアンサンブル平均とした。
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図 4.8: 減衰乱流計算:乱流場平均速度 U の時間発展の比較

図 4.9(b)-(d) はそれぞれ HM モデル、GK モデルの小振幅、大振幅のケースについて、乱流が十分発

達した準定常状態におけるエネルギースペクトルの 2次元構造を示す。(b),(c)(小振幅ケース)では逆カス

ケードの進展によるスペクトルの長波長側へのシフトに伴い、非等方的な構造へと遷移するが、(d)(大振幅

ケース)では逆カスケードによる渦構造の長波長への遷移が進んでも等方的な乱流が維持されている。これ

を定量的に評価するため、次に示すような流れの非等方度を測る平均量を定義した。

cy ≡
∫
dx
∫
dy|ŷ · vE×B |2∫

dx
∫
dy|vE×B |2

=

∫
dx
∫
dy|ŷ · (b×∇ϕ)|2∫

dx
∫
dy|(b×∇ϕ)|2

(4.10)

非等方構造の両極限として ZF(ky = 0 のみ)、ストリーマ (kx = 0 のみ) 構造に対してそれぞれ cy = 0、

cy = 1、また一様等方な乱流では cy = 0.5となるように定義されている。

表 4.3において、図 (4.9)(b)-(d)に示される各ケースについて乱流場平均速度 U、ZF波数 kZF、流れの

非等方度 cy についてそれぞれ比較した。ただし式 (4.10)における積分領域は、乱流が励起されている領域

として x方向に [0.3Lx : 0.7Lx]をとった。これらの結果から、流れの非等方度は乱流の振幅によって大き

く異なること、特にその影響は ZFの形成の有無によることが明らかになった。この違いについて断熱ス

ケール kλ によるエネルギー逆カスケードの阻害という観点から検討した。

自己組織化による渦構造の特徴的波数 kE は式 (3.9),(3.15)のような時間依存性を持つが、ここでは kE

をエネルギースペクトル (4.7)について重み付け平均を取った波数と定義した。

kE =

∫
dkxdkyk⊥E(kx, ky)∫
dkxdkyE(kx, ky)

(4.11)

ただし k2⊥ = k2x + k2y である。

GKモデル小振幅/大振幅ケースについて、それぞれ kE(t)の時間発展を比較したものが図 4.10である。

大振幅ケースでは、乱流構造の逆カスケードによる長波長構造へのシフトが kE ∝ t−3/8 に近いべき乗則
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(c) G-K方程式系:小振幅
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(d) G-K方程式系:大振幅

図 4.9: 減衰乱流計算の各ケースにおける 2次元エネルギースペクトル E(kx, ky)

表 4.3: 減衰乱流計算:図 4.9(b)-(d)の各ケースにおける乱流場平均速度 U、ZF波数 kZF、流れの非等方

度 cy

Model qeϕ/Te(t = 0) U kZF ρTe cy

HM 0.5% 2.55× 10−4 0.20 0.85

GK 0.5% 3.62× 10−4 0.42 0.73

GK 5% 2.55× 10−3 0.12 0.53
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図 4.10: 乱流渦構造の特徴スケール kE(t)の時間発展を GKモデルの小振幅/大振幅ケースについてプロッ

トした。k < kλ におけるエネルギーの逆カスケードは kE(t) ∝ t−3/8 によって特徴づけられる。

に従うことがわかる。これは式 (3.9)に表されるように、渦構造サイズが断熱スケール kλ より長波長側に

ある場合に従うスケーリングである。このことから、大振幅のときには Rhinesスケール kc よりも断熱ス

ケール kλ の影響によって逆カスケードが阻害され、kλ の等方的な構造に従い乱流構造も等方的なまま維

持される、という描像があてはまると考えられる。

第 3章に基づく臨界パラメータ kc/kλ で比較すると、GKモデルにおける小振幅/大振幅ケースのそれぞ

れについて kc/kλ ∼ 2.4、0.97を得る。

kc/kλ > 1の場合、エネルギーの逆カスケードは波の線形分散によって阻害され、そのとき流れの構造は

式 (3.28)に示すような非等方な構造の影響を受け、ZFの卓越した流れが形成される。反対の場合として

kc/kλ < 1のときは、逆カスケードは Rhinesスケールまで到達する前に断熱スケールの存在によって阻害

され、等方的な構造のまま維持されると考えられる。

Rhinesスケール kc は上述の 2つの周波数について ωr(kc) = ωt(kc)から定義される。これを 2次元ス

ペクトル空間上で検討するため、スラブ ETGモードの線形分散の 2次元スペクトル ωr(kx, ky)と非線形

相関周波数 ωt = U |k⊥| を (kx, ky)平面上で比較したものが図 (4.11)である。ただし図中で、GKモデル

による ETGモードの実周波数は式 (2.36)から求め、乱流による流れ場の平均速度 U は本節の乱流シミュ

レーション結果から得られたものより評価した。図 4.11において黒線は Rhinesスケール kc、白線は断熱

スケール kλ を示す。H-Mと GKモデルの双方とも ky > kx の領域で ωr/ωt > 1となり、Rhinesスケー

ル kc は波数空間上で非等方な形状を示す。これより ky > kx の領域では線形分散の影響によりエネルギー

の逆カスケードが阻害されるため ky ∼ 0の ZFに向けて逆カスケードのエネルギーが集中していくと考え

られる。小振幅ケース (図 4.11(a),(b))と比較して、大振幅ケース (図 4.11(c))では Rhinesスケール kc は

より長波長側にシフトする。結果として kc < kλ となるため、この場合エネルギーの逆カスケードは等方
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(a) H-Mモデル:U ∼ 2.55× 10−4 (b) GKモデル,小振幅ケース:U ∼
3.62× 10−4

(c) GK モデル, 大振幅ケース:U ∼
2.15× 10−3

図 4.11: スラブ配位における減衰乱流計算の各ケースにおける線形分散の実周波数 ωr と非線形相関時間

ωt の比の 2 次元スペクトル空間 (kx, ky) 上のプロット。図中黒線は ωr = ωt となる Rhines スケール kc

を、白線は断熱スケール kλ を表す。

的な構造を持つ断熱スケール kλ によって遅延され、それに従い乱流構造も等方的なまま維持される。この

両者の比で定義される臨界パラメータ kc/kλ によって自己組織化の乱流構造が変化する描像が減衰乱流計

算において成り立つことを明らかにする。

4.3 ETG乱流計算

減衰乱流計算の設定では初期条件の与えかたに任意性がある。また、十分発達した乱流の構造が輸送に

与える影響を議論する必要がある。このような背景から、以下では ETGモードが線形不安定な状況におけ

る乱流構造の発達を考察した。

前節での議論では、第 3章で議論された自己組織化現象の描像に基づき、スラブ配位における電子スケー

ル乱流の構造形成について特に線形分散による Rhinesスケール kc と断熱応答項によるスケール kλ の競

合という観点から議論した。特に、初期擾乱の減衰緩和を解く乱流計算について H-M方程式系とジャイロ

運動論的 Vlasov方程式系を比較して、前者で得られた自己組織化の描像が後者にも適用されることを確認

した。

一方で、実際の磁場閉じ込めプラズマにおける乱流を駆動するものとしては、第 2章でも触れたように

プラズマ平衡配位が持つ不均一性によって励起される線形不安定性が考えられる。このとき、前節で考慮

したような一様等方かつスペクトル空間上の特定波数のまわりに鋭くピークした初期擾乱とは異なり、乱

流場を励起するモード構造は径方向に細長く伸びたストリーマ構造を有する。このような系でもスペクト

ル空間におけるエネルギーの逆カスケードの描像が成立するのか、また第 2章で見たような変調不安定性

などによる構造形成への影響はどうなるのか、といった点を本節では議論した。
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表 4.4: ETG乱流計算:パラメータ設定

L−1
n τ ≡ Te/Ti ρ2s ≡ 1 + λ2

De/ρ+ Te2 k∥/ky

∼ 1.46× 103 ∼ 0.3 ∼ 11 5.1× 10−4

4.3.1 線形不安定性:スラブ ETGモード

本節で設定したプラズマの平衡パラメータを表 4.4に示す。表 4.3で与えられた数値計算の解像度におい

て、ETGモードによる乱流駆動のスケールと逆カスケードによる構造形成の生じるスケールが十分に分離

されるように設定した。また磁力線方向波数については、ETGモードが最も不安定となるような値として

k∥/ky = 5.1× 10−4 とした。

乱流構造に影響を与える臨界パラメータ kc/kλ は乱流振幅に依存するが、ETG 乱流計算の場合は乱流

の飽和振幅は線形不安定性による駆動とモード間の非線形相互作用の競合から自己無撞着に決定される

ため、パラメータスキャンを行う場合も事前に振幅を指定することはできない。ここでは混合長理論の考

え方に基づき、線形 ETG モードの成長率 γ と乱流振幅 ∝ |ϕ| が比例するものと仮定し、また線形 ETG

モードの実周波数 ωr を大きく変化させずに γ をスキャンするため、温度勾配長 LTe を変化させること

で ETG 不安定性による乱流駆動の強度を変化させた。以下では、乱流振幅の異なる大小 2 ケースにつ

いて検討した。ここで線形成長率はそれぞれ小振幅ケース (ηe = 2.85):γ ∼ 0.043vTe/Ln、大振幅ケース

(ηe = 5.0):γ ∼ 0.20vTe/Ln である。

4.3.2 自己組織化による ZFの形成

図 4.12に、それぞれ小振幅/大振幅の ETG乱流について準定常段階における静電ポテンシャル構造の実

空間構造を示す。乱流構造はそれぞれ ZFが支配的な構造、あるいは等方的な構造という定性的にも異なる

構造によって特徴づけられている。これらの構造の違いは熱輸送係数の違いにも反映されている。

電子熱輸送係数は次のように、乱流の励起された領域における局所的輸送係数の時空間平均から求めら

れる。

χe(t) =
1

0.4LxLy∆t

∫ t+∆t

t

dt

∫ 0.7Lx

0.3Lx

dx

∫ Ly

0

dy
Qe

p′0
(4.12)

ただし ∆t = 2.0/γ は時間平均幅、p′0 は圧力勾配の径方向微分、また電子熱流束 Qe は次式にて定義した。

Qe =

∫
c

B0
x̂ · (b×∇ϕ)

(
1

2
mev

2
∥ + µB0

)
Fδ[(R+ ρ)− r]d6Z. (4.13)

図 4.13は図 4.12に示される 2つの ETG乱流計算について、それぞれ χe/χGB の時間発展をプロット

したものである。ここで電子熱輸送係数 χe は gyro-Bohm係数 χGB = ρ2TevTe/Ln によって規格化した。

混合長理論から輸送係数を見積ると、乱流振幅は ETGモードの線形成長率に比例すると考えて 4倍程度

の差異が生じると予想されるが、実際には非線形飽和の直後 (tγ ∼ 20)では双方で 20倍ほどの差異となっ
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(a) 小振幅ケース:ηe = 2.85, γ ∼ 0.043vTe/Ln.

(b) 大振幅ケース:ηe = 5.0, γ ∼ 0.20vTe/Ln

図 4.12: ETG乱流計算: 静電ポテンシャル qeϕ/Te の実空間構造。

ている。さらに両者の差は乱流が発達するに従い拡大していき、ZFが支配的な小振幅ケースについては輸

送がほとんどクエンチした状態が得られている。この段階においても、密度・温度勾配から計算されるス

ラブ ETGモードは線形不安定であり、輸送のクエンチが ZFによる影響によるものであると考えられる。

これらの違いが何に由来するかを確認するために、静電ポテンシャル ϕと圧力の揺動成分 p̃e についてク

ロスフェーズ [41]を計測した。図 4.14に小振幅/大振幅のそれぞれについて結果を示す。ただし時空間平

均をとる領域は図 4.13を計算するために用いたものと同様の値を使用した。各波数 ky について熱輸送は

静電ポテンシャルと圧力揺動で位相差が大きいと輸送が促進されると考えられる。いずれの波数において

も小振幅/大振幅の双方についてクロスフェーズに顕著な差はなく、図 4.13に見られるような輸送係数の

違いは主に ϕの非 ZF成分の振幅に由来することがわかった。
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図 4.13: ETG乱流計算:電子熱輸送係数 χe の時間発展を示す。小振幅/大振幅それぞれについて時間は最

も不安定な ETGモードの線形成長率 γ で規格化した。
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図 4.14: 静電ポテンシャル ϕと圧力揺動 p̃のクロスフェーズ (規格化時間 tγ ∼ 20)
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それぞれのケースについて式 (4.7) に示される定義から求められた 2 次元エネルギースペクトルを図

4.15、に ωr/ωt を 2次元波数スペクトル空間上にプロットしたものを図 4.16に示す。両者の間での構造の

違い、特に小振幅ケースに見られるスペクトルの非等方性は Rhinesスケール kc から説明される。
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図 4.15: 減衰乱流計算の各ケースにおける 2次元エネルギースペクトル E(kx, ky)

(a) 小振幅ケース (b) 大振幅ケース

図 4.16: スラブ ETG乱流計算の各ケースにおける線形分散の実周波数 ωr と非線形相関時間 ωt の比,2次

元スペクトル空間 (kx, ky) 上のプロット。図中黒線は ωr(kc) = ωt(kc) となる Rhines スケール kc を表

す。

ドリフト波の分散関係式 (3.18) と ETG モードの分散関係式 (2.36) は異なるものの、kc の構造は

ky > kx の領域で ωr/ωt > 1となる非等方な形状を示す。系に見られる特徴的な渦サイズを式 (4.11)で定



40 第 4章 スラブ ETG乱流の自己組織化

義された平均波数 kE で見積ると、小振幅 ETG乱流において線形モードの実周波数 ωr と非線形相関周波

数 ωt は kEρTe ∼ 0.32では同程度となる。このスケールよりも長波長へのカスケードが線形モードの分散

によって ky > kx となる領域で顕著に阻害されるため、kx > ky を満たす ZF構造のスペクトルに向かって

逆カスケードが進んでいく。大振幅 ETG乱流の平均波数 kEρTe ∼ 0.18では ωr < ωt となっている。こ

のような系では渦サイズは断熱イオン応答項の等方的な効果によって決定され、渦構造も等方的なまま維

持されると考えられる。

4.3.3 エネルギースペクトルの構造

H-Mモデルにおける自己組織化の描像はエネルギーとエンストロフィーのデュアルカスケードによって

説明され、そのとき系が従うエネルギースペクトルのべき乗則は式 (3.11)、(3.17)のように乱流駆動波長

を境に 2つの異なるスケーリングを示す。一方、プラズマの運動論モデルでは乱流駆動源となる線形 ETG

モードの不安定性と散逸機構である Landau減衰がともにスペクトル空間の幅広いスケールに渡って存在

するため、H-Mモデルで見られたような明確な慣性領域が存在する保証はない。この点について検討する

ため、シェル平均された 1次元エネルギースペクトル Ef (k⊥)とエネルギー変化率 Γk を ETG乱流計算の

各ケースについて求めた。ここで Ef (k⊥)と Γk は次式に示す全エネルギー保存則から導出した。

dEkin

dt
+

dEf

dt
=

dEc

dt
(4.14)

dEkin

dt
=

d

dt

∫ (
1

2
mev

2
∥ + µB0

)
(4.15)

dEf

dt
=

∫
qe⟨ϕ⟩α

∂F

∂t
d6Z (4.16)

=
d

dt

1

8πλ2
De

∫ [
ρ2s|ρTe∇ϕ|2 + τ |ϕ|2

]
dV

dEc

dt
=

∫
qe⟨ϕ⟩αC(F )d6Z (4.17)

シェル平均 1次元エネルギースペクトル Ef (k⊥)は式 (4.7)に示す 2次元エネルギースペクトルから以下

のように求められる。

Ef (k⊥) =

∫ k⊥+∆k⊥

k⊥

k⊥dk⊥E(kx, ky) (4.18)

ただし k⊥ =
√
k2x + k2y、k⊥dk⊥ は波数空間上シェル平均積分の Jacobianである。

式 (4.17)の被積分関数については磁力線平行成分の移流項で次のように表すことができる。

dEf

dt
=

∫
qe
dR

dt
⟨ϕ⟩αFd6Z =

∑
k⊥

dEf (k⊥)

dt
, (4.19)

dEf (k⊥)

dt
=

∫
qev∥k∥ϕ(kx, ky)J0(k⊥ρTe)F (kx, ky, v∥, µ)d

3v (4.20)

式 (4.20)を用いて、Vlasov方程式の移流項からエネルギー注入率 Γk が次のように計算できる。

Γk ≡ 1

Ef (k⊥)

dEf (k⊥)

dt
(4.21)
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図 4.17(a),(b) に小振幅/大振幅 ETG 乱流の準定常状態 tγ ∼ 50 における 1 次元エネルギースペクト

ル Ef (k⊥) とエネルギー注入率 Γk を示す。どちらのケースも ETG モードの最も不安定な波数領域が

k⊥ρTe ∼ 0.4、また長波長と短波長の領域に Γk < 0のエネルギー散逸領域が存在する。しかしながら両者

は以下のような点でその性質が異なる。
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図 4.17: 乱流場の 1次元シェル平均エネルギースペクトル Ef (k⊥)とエネルギー変化率 |Γk|を乱流の準定
常状態 tγ ∼ 50の段階で時間平均幅∆tγ ∼ 2で平均化したもの。図中青点 (+)はエネルギーの注入を、緑

点 (× )は散逸を示す。

図 4.17(a)に示される ETG乱流の小振幅ケースでは、ZF波数 kZF ρTe ∼ 0.30が比較的短波長にありエ

ネルギー注入波数領域とオーバーラップしているため、エネルギースペクトルに明確なエネルギー逆カス

ケードのべき乗則の構造は表われなかった。一方、短波長領域にはエンストロフィーカスケードのべき乗

則に近い構造が見られる。

大振幅ケースでは、図 4.17(b)に示されるようにエネルギースペクトルに明確な 2つのべき乗則が表れ

た。Rhinesスケール kc が十分長波長側にシフトしたためエネルギースペクトルがエネルギー注入波数領

域に比べて十分長波長の k⊥ρTe ∼ 0.05まで発展しており、この間のエネルギー注入 (散逸)率が小さい領

域にエネルギー逆カスケードの慣性領域が形成される。エネルギー注入波数領域の付近を境界としてエネ

ルギースペクトルが二つの異なるべき乗則に従っていることから、デュアルカスケードがスラブ ETG乱流

においても存在することが示唆される。このとき断熱スケール kλρTe ∼ 0.32は線形 ETGモードの不安定

波数領域スケールが存在し、式 (3.17)によると k < kλ の領域ではエネルギースペクトルは E(k) ∝ k−11/3

に従うと期待される。一方、図 4.17(b) によるとこの領域でのべき乗則はこれに従っておらず、むしろ式

(??)の E(k⊥) ∝ k−5/3 に近い。これはエネルギーの逆カスケードが断熱スケール kλ より長波長側では十

分発達していないためと考えられる。
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4.3.4 プラズマパラメータの変化が自己組織化に与える影響

前節までに、磁化プラズマの平衡パラメータ、あるいはそこから計算される kc/kλ ∼ U−1/2L
−1/2
n τ−1/2

が乱流における構造形成、特に ZFの形成の有無に関連してくることを議論した。その物理過程として、乱

流振幅の大小によって Rhinesスケール kc と断熱スケール kλ の競合が変化するという点を指摘した。本

節ではこれらの依存性をさらに吟味するため、ETG乱流シミュレーションにおいて飽和振幅のスキャンを

実施した。ETG乱流計算においては飽和振幅を直接変化させることはできないため、ここでは前節と同様

に温度勾配パラメータ ηe ≡ d lnn(r)/d lnTe(r)を系統的に変化させて ETGモードの成長率を制御した。

図 4.18にスラブ ETGモードの線形分散の温度勾配パラメータ ηe スキャン結果を示す。ここから分か

るように、ηe を変化させたときの影響は主に γ に影響し、ωr への変化は比較的小さい。このようなパラ

メータスキャンにより臨界パラメータ kc/kλ への ωr を通した影響を抑えた。

図 4.18: スラブ ETGモードの温度勾配パラメータ ηe スキャンにおける実周波数 ωr と成長率 γ の比較。

図 4.19(a)、(b) はそれぞれ ηe スキャンの各ケースにおいて乱流場平均速度 U、流れの非等方度 cy の

時間発展を追ったものである。線形成長段階では ETGモードの固有関数がもつストリーマ構造によって

cy ∼ 0 となるが、非線形飽和の初期段階でストリーマ構造が壊れて cy ∼ 0.5 の等方的構造となる。非線

形飽和に至るまでの過程は全てのケースについて上記のような同様の傾向を示すが、乱流が発達する準定

常段階においては ηe の違いに応じて徐々に異なる状態へと発展していく。図 4.19(a)に示されるように、

ηe < 4.0の場合に cy > 0.5、すなわち ZF成分の成長が観測された。

ηe の系統的スキャンにおける各計測から、流れの非等方度 cy と臨界パラメータ kc/kλ の関係をプロッ

トしたものが図 4.20である。大振幅ケースでは kc/kλ < 1.0となり、この領域では cy ∼ 0.5の等方的な構

造を示している。一方、小振幅ケースでは kc/kλ > 1.0を満たし、徐々に cy > 0.5の ZFが支配的な構造

へと遷移する。

ETG乱流の自己組織化について、逆カスケードを阻害する機構として Rhinesスケール kc によるものか

断熱スケール kλ によるものかの差異が構造形成、特に ZF形成の有無に関わることは、別の観点からも示
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(a) 乱流場平均速度 U (b) 流れの非等方度 cy

図 4.19: スラブ ETG乱流計算の ηe スキャンにおける乱流場の特徴パラメータの時間発展。

図 4.20: スラブ ETG乱流計算の ηe スキャンにおける流れの非等方度 cy と臨界パラメータ kc/kλ の対応。

唆される。図 4.21は式 (4.11)に定義される平均波数 kE の時間発展を小振幅ケース/大振幅ケースについ

てプロットしたものである。大振幅ケースでは乱流構造の逆カスケードによる kE の長波長構造へのシフト

について、渦構造サイズが断熱スケール kλより長波長側にある場合に従うスケーリングである kE ∝ t−3/8

に近いべき乗則に従うことがわかる。このことからスラブ ETG乱流においても、大振幅の場合には kc よ

りも kλ の影響によって逆カスケードが阻害され、等方的な乱流構造が維持されることがわかった。
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図 4.21: 乱流渦構造の特徴スケール kE(t)の時間発展を GKモデルの小振幅/大振幅ケースについてプロッ

トした。k < kλ におけるエネルギーの逆カスケードは kE(t) ∝ t−3/8 によって特徴づけられる。

4.3.5 変調不安定性

ここまでにスラブ ETG乱流における ZF形成の機構として、エネルギーの逆カスケードによる自己組織

化現象の観点から議論してきた。本節ではこれとは異なる機構として、第 3章で議論された変調不安定性

に基づく ZF形成を検討した。

ETG乱流における cy の時間発展 (図 4.19(a))にも見られるように、非線形飽和の初期段階においては

流れの非等方度が急激に cy ∼ 0.5まで上昇しているのは、エネルギーの逆カスケード過程を介さず直接的

に ZFが励起されていることが原因である。これは線形段階と非線形飽和の直後とで 2次元エネルギース

ペクトルを比較するとより顕著にわかる。(図 4.22)

小振幅 (大振幅) ケースについて、kZF ρTe ∼ 0.30(0.35) にピークを持つ ZF は kyρTe ∼ 0.35(0.45) に

ピークを持つ ETGモードの線形ストリーマ構造から励起されていることが示唆される。この過程につい

て、H-M方程式に簡約化した系での変調不安定性を検討した。

ここでは波数 kx = kq の ZFが、ポンプ波となる kx = 0のストリーマ構造を持ったモード ϕ0,kp(ETG

モードの固有関数を模している)、そして 2つのサイドバンド ϕkq,−kp との間の非線形結合から励起される

モデルについて ZFの成長率を計算した。ここで、ポンプ波の波数 kpρTe = 0.35(0.45)はそれぞれ小振幅

(大振幅)ケースにおいて最も不安定な ETGモードの波数と対応している。

図 4.23は kq をスキャンしたときの ZF成長率を表したものである。ここから示されるように、変調不

安定性によって励起された ZFはその波数が、ストリーマ構造ポンプ波の波数 kp よりやや長波長のときに

最も励起されやすい。この傾向は図 4.22に示されるものと同様である。
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(b) 非線形飽和段階,小振幅ケース:ηe = 2.85
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(c) 線形成長段階,大振幅ケース:ηe = 5.0
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(d) 非線形飽和段階,大振幅ケース:ηe = 5.0

図 4.22: 乱流構造が非線形飽和に至る前後での 2次元エネルギースペクトル Ekx,ky
。いずれのケースにお

いても、ky ∼ 0の ZFが直接的に励起されている。

上記の解析で仮定されたポンプ波と ZFの間の相関を直接計測するために、次に定義される 3波結合の

バイコヒーレンスを計測した。

b(ω1, ω2) =
|⟨ϕ(ω1)ϕ(ω2)ϕ

∗(ω1 + ω2)⟩|2

⟨|ϕ(ω1)ϕ(ω2)|2⟩⟨|ϕ∗(ω1 + ω2)|2⟩
, (4.22)

ここで ϕ(ω1)、ϕ(ω2)、ϕ(ω1 + ω2)はそれぞれ波数 (kx, ky) = (0, kp)、(kq,−kp)、(kq, 0)のモードについ

ての周波数スペクトルを、また ⟨·⟩ は非線形飽和段階における時間平均を意味する。解析対象としては図
4.22(a)、(b)に示される小振幅ケースを選んだ。これは大振幅ケースの場合は非線形飽和の過程が非常に

速く、バイコヒーレンス解析をするために十分な時間窓が確保できなかったである。ここでは図 4.22に基

づきポンプ波と ZFの波数についてそれぞれ kpρTe = 0.35, kqρTe = 0.28と選び、最も線形不安定な ETG
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図 4.23: 波数 (kx, ky) = (kq, 0)の ZFを励起する変調不安定性の成長率の q 依存性。 ポンプ波の波数は図

4.18 に基づき (kx, ky) = (0, 0.35ρ−1
Te) とした。

図 4.24: 非線形飽和の初期 tγ = 12における線形 ETGモードと ZFのバイコヒーレンス b(ω1, ω2)。

モードと、変調不安定性に対して最も不安定な ZFとの相関を計測した。図 4.24において、線形 ETGモー

ドを表わす ω1 > 0 が電子の反磁性ドリフト方向への位相速度を持ち、それに対して向きが逆なポンプ波

ω2 ∼ −ω1 が強くカップリングしていることが分かる。これら 2つの波の結合によって励起されるビート

波の周波数は ω1 + ω2 ∼ 0となり、これは ZFに特徴的な性質である。これらの解析から、少なくとも非

線形飽和の初期における ZF励起には線形 ETGモードをポンプ波とする変調不安定性が関わっていること

が明らかにされた。

図 4.22(c),(d)の大振幅ケースについては直接的なバイコヒーレンス解析は上述の理由によりできないも

のの、2次元エネルギースペクトル構造において ETGモード kx ∼ 0と ZF ky ∼ 0の 2つのピークが存

在することから、小振幅ケースと同様な過程が関与していると考えられる。すなわち、遷移段階における

モード間の結合については変調不安定性よって説明される。しかしながら、最終的な乱流構造は自己組織
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化現象 (とそれに伴う等方的乱流構造の維持)によって支配される。

スラブ ETG乱流においては平衡パラメータによらず、変調不安定性によって線形固有関数のストリー

マ構造が壊れ、初期飽和段階では ZFが励起される。しかしながら、その後の乱流緩和過程による乱流構造

の自己組織化は平衡パラメータによって大きく異なり、その性質は臨界パラメータ kc/kλ によって特徴付

けられた。以上の点から、ETG乱流の構造を最終的に決定するのは自己組織化現象であることが明らかに

なった。
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第 5章

トロイダル ETG乱流の自己組織化

前章では、トーラスプラズマにおけるある一つの磁気面に着目した近似と見なせるようなスラブ配位を

仮定し、スラブ ETG乱流における乱流構造の自己組織化現象を臨界パラメータ kc/kλ の観点から議論し

た。本章では、より現実のトーラスプラズマに即したトロイダル配位の上でトロイダル ETG乱流における

流れの構造形成を議論し、自己組織化の観点における前章の議論がトロイダル系においても適用できるか

どうか検討した。なお本章でも引き続き、ジャイロ中心座標系 ZGY における座標系・関数を意味する上付

きバーは省略する。

5.1 シミュレーションモデルと設定

5.1.1 座標系と閉じ込め磁場の設定

本研究ではトロイダル系としてトカマク配位を解析対象とした。その磁場構造は図 5.1に示されるよう

な構造を持つ。磁力線が織りなす構造 (磁気面)は Grad-Shafranov方程式を解くことによって与えられる

が、ここでは円形断面トカマクを仮定し、径方向座標として小半径 r を用いた。電子分布関数 F (R, v∥, µ)

の初期条件はスラブ配位のものと同様に局所Maxwell分布 (式 (4.2))とし、背景密度/温度分布についても

スラブ配位のときと同様に径方向境界付近で勾配が緩やかになる設定とした (式 (4.3))。

閉じ込め磁構造について、スラブ配位での設定と同様に炉心領域で磁気シアがほぼゼロとなるように設

定とし、流れの構造に対する自己組織化の影響に着目できるような配位とした (q(r) = const.,図 5.2)。

5.1.2 支配方程式

トロイダル系におけるジャイロ中心電子分布関数 F (R, v∥, µ; t)が従うジャイロ運動論的 Vlasov方程式

は式 (2.13)の右辺に衝突項を追加して

∂F

∂t
+

dR

dt
· ∂F
∂R

+
dv∥

dt

∂F

∂v∥
= C(F ) (5.1)

と得られる。ここで移流項は式 (2.14)、(2.15)により与えられる。静電ポテンシャルはジャイロ運動論的

Poisson方程式 (2.25)に従う。
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図 5.1: トロイダル系の座標系。

図 5.2: トロイダル系磁場配位として用いた安全係数 q(r)と磁気シア s(r)。

5.1.3 解析領域の解像度設定

計算資源の制約からプラズマサイズは r = [0, 300ρTe] と設定し、1/6 ウェッジトーラスモデル

θ = [0, 2π],ζ = [0, π/3] を用いた。速度空間方向について境界で分布関数の値が十分小さくなるよ

う v∥ = [−5vTe, 5vTe], v⊥ = [0, 5vTe] までとった。 この条件のもと、グリッド数を Nr × Nθ × Nζ ×
Nv∥ × Nµ× = 128 × 384 × 128 × 64 × 16とした。実空間での波数解像度 krρTe = [0.021, 1.34], kr(r =

0.5a0)ρTe = [0.0066, 1.28]は、短波長側で線形安定なスペクトル領域を十分広くとるとともに、長波長側

でも逆カスケードによる大域的な構造を捉えられるように設定した。ただしここで乱流計算を現実的な計

算コストで実施するために、トーラスのサイズが a/ρTe = 300 (a/ρTi ∼ 5)という実際のトカマクと比較

すると小さな値を仮定している。トロイダル系のジャイロ運動論的方程式系 (5.1)、(2.25)による乱流計算
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krρTe kθ(r = 0.5a0)ρTe

0.021, 1.34 0.0066, 1.28

表 5.1: 実空間解像度

a0/ρTe Ln/ρTe τ = Te/Ti ρ2s = 1 + λ2
De/ρ

2
Te q(r)

∼ 300 ∼ 377 ∼ 0.3 ∼ 11 ∼ 1.4(const.)

表 5.2: トロイダル ETG乱流計算で用いたプラズマ平衡パラメータ。

は、トロイダル系におけるジャイロ運動論的 full-F Vlasovコードである GT5Dによって計算された [42]。

非線形乱流シミュレーションに必要とされる典型的な計算コストとして、第 5.5 節の ETG 乱流計算では

JFRS-1計算機を 64ノード並列で用いておよそ 400時間ほどを要した。

5.1.4 プラズマ平衡パラメータの設定

本研究では、トロイダル配位でのプラズマ平衡パラメータは、Cyclon base case[43]を基準として設定し

た。これについて、流れの構造形成に影響を与える大域的パラメータを表 5.2に示す。初期分布関数として

は、式 (4.2)に従ってMaxwell分布を与えた。

密度/温度勾配はスラブ配位で設定したのと同様に、有限の密度/温度勾配を持つ領域を径方向に局在化

させ、境界付近で乱流を安定化するように設定した。

(ne, Te)(r) = (n̄e, T̄e) exp

[
− Lw

Ln,Te
tanh

(
x− 0.5a0

Lw

)]
, (5.2)

ただし Ln,Te は密度/温度勾配長、Lw は勾配の存在する領域の幅を決定するパラメータで、乱流計算にお

いて kLw = 0.3a0 とした。

アスペクト比の変化によって乱流構造がどのように変化するかを確認するため、アスペクト比 R0/a0 =

2.8の他に、準スラブ配位として R0/a0 = 100のケースを比較対象とした。準スラブ配位における計算は、

前章におけるシングルヘリシティで 2.5次元モデルを仮定した G5Dコードでの乱流計算の結果と比較し、

シングルヘリシティを仮定しない 3次元モデルの GT5Dコードにおいても逆カスケードによる自己組織化

の描像が適用できるか検証する。表 5.2のパラメータ設定に前章までの議論を適用すると、この平衡配位に

おいては乱流場の振幅が静電ポテンシャルで見て eϕ/Te ∼ 5%より小さいときに ZF形成が期待される。

温度勾配の設定は ηe = d lnne(r)/d lnTe(x)を通して ETGモードの線形安定性に影響する。トロイダ

ル系の減衰乱流計算では、温度勾配は ETGモードが不安定になる臨界値よりも僅かに低い (臨界安定な)ηe

を与えるように温度勾配を設定した。このように設定した理由として、トロイダル ETGモードにおける

continuumモードの存在が挙げられる。ETGモードの線形分散式 (2.36)において、分母がゼロのとき、す

なわち ω − k∥v∥ − ωD = 0のときが波と粒子の共鳴条件を与える。このときトロイダル ETGモードの場

合は磁気ドリフト周波数を厳密に取り扱うと、分散関係式において複素周波数平面 ωr − γ の下半分 γ < 0

に解析接続するときに原点から下に伸びる brunch cutを必要とする。このため、減衰モードは時間に対し
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て ∝ exp(−γt)のように指数関数的に減衰する normalモードと、上述のような brunch cutに由来する、

時間に対してべき乗で減衰する ocntinuumモードが存在する。時間依存性の違いにより、長期的には後者

が支配的となりうる [44]。ここでは減衰乱流計算においても分散関係を ETG 乱流の非線形飽和状態に近

い (normal モードによる影響が支配的となる) ようにするため、ETG モードが臨界安定となるような ηe

を設定することでこの問題に対処した。

5.1.5 ジャイロ運動論的 Vlasovコード GT5D: トロイダル配位における設定

GT5D コード [45] では G5D コードと同様に Morinishi スキームによる無散逸差分法によって Vlasov

方程式が離散化されている。ここでトロイダル系における移流項の非圧縮条件を厳密に満たすために、

Poisson括弧式を曲線座標系で離散化する形式が用いられている。また、GT5Dコードでは移流項のうち磁

力線方向の速い熱運動を含む線形項について時間積分する際の CFL条件を緩和するため、半陰的ルンゲ・

クッタ法 (additive semi-imiplicit Runge-Kutta method, ASRIK)が用いられている [46]。GT5Dコード

における Poisson方程式ソルバーにはポロイダルモード数に対するフィルターが用いられているが、これ

によって磁力線に沿って短波長 (k∥ρTe ∼ 1)な非物理的な解を除去すると共に Poisson演算子のメモリ使

用量と計算量が低減されている [47]。

図 5.3 は後述するトロイダル ETG 乱流計算における r = 0.5a0 磁気面上での静電ポテンシャルのポロ

イダル-トロイダルモードスペクトル ϕ(m,n)を表したものである。ただし (m,n)はそれぞれポロイダル/

トロイダル角 (θ, ζ) に対する Fourier モード数である。図 5.3 において、各トロイダルモード数に応じて

図 5.3: GT5Dコードで計算した r = 0.5a0 磁気面上における静電ポテンシャルのポロイダル-トロイダル

モードスペクトル ϕ(m,n)。

m0 = −nq(r)を中心としたポロイダルモード数 [m0 − δm : m0 + δm]のフィルターが掛けられている。こ

こで δm = 40と設定した。十分発達した乱流状態においても、磁気面上での共鳴条件m ∼ −nq(r)を満た

すモードを中心とした k∥ρTe ≪ 1の領域のみ振幅が励起されており、ポロイダルフィルターの設定は系の

物理的な記述に影響を与えない。このように、ETG乱流のスペクトル構造は十分発達した乱流状態にあっ
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ても k∥ρTe ∼ O(ϵg)の磁力線に沿って細長く伸びた構造を持つ (第 2.2節、
k∥
k⊥

∼ O(ϵg))。これはまた、ス

ラブ配位においてシングルヘリシティのモデルを用いることが可能であった理由でもある。

5.2 トロイダル ETGモードの線形解析

第 3章で見たように、モード間の非線形結合によるエネルギーの逆カスケードが波の線形分散によって

阻害される過程において、線形分散の構造 ωr(k)がどのような形をとるかが大きな影響を及ぼす。

スラブ配位のドリフト波における分散関係式 (3.18)は長波長/短波長で漸近的に

ωr(kθ) ∝

{
ω∗
e , kθ ≪ 1

ω∗
e/k

2
θ , kθ ≫ 1

(5.3)

と表わされる。一方でトロイダル ETG モードの分散関係式は flux-tube モデルによる局所的な評価によ

ると kθ の幅広い領域に渡って ωr ∼ ω∗
e の依存性を示す [48]。このような分散関係を持つ系ではポロイダ

ル方向への波の位相速度がほぼ一定 vph ≡ ωr/kθ ∼ const.となるため、波の分散は存在せず、Rhinesス

ケール kc はエネルギーの逆カスケードをスペクトルの長波長領域で阻害する要因とはならない。一方、大

域的効果を考慮した解析では、線形固有関数や分散関係式の径方向の密度/温度分布が影響する可能性があ

る。またここで解析対象としているゼロ磁気シアを模した系は、flux-tubeモデルでの取り扱いに適してい

ない。従って、ここではグローバルコードである GT5Dによりトロイダル ETGモードの分散関係を正し

く評価する必要がある。

ここでは、後述する小振幅トロイダル ETG 乱流のケースのうち ZF が最も顕著に励起された τ =

0.3, ηe = 2.0 のプラズマ平衡パラメータ設定 (表 5.4 参照) におけるトロイダル ETG モードの実周波数

ωr を GT5D コードの線形計算により評価した。その結果をトロイダルモード数 n の関数として表した

のが図 5.4 である。ここでは ETG 乱流シミュレーションで用いられた温度勾配を与える幅が広い分布

Lw = 0.3a0 と局所的解析を模擬するためにその幅を狭めた分布 Lw = 0.1a0 を比較しているが、後者が

flux-tube と同様の弱い分散を与えるのに対して、前者は短波長領域で強い分散を示した。この結果、ト

ロイダルモード n > 45において実周波数は ωr ∼ ω∗
e の依存性からのズレが顕著となり、式 (5.3)で表現

されるような漸近形により近い依存性を示すようになる。トロイダル ETGモードの線形分散に見られる

このような違いは、固有関数の径方向構造に由来する。図 5.6(a),(b)はそれぞれ、上記の線形計算におい

てトロイダルモード数 n = 15, 55としたときの静電ポテンシャル構造 ϕ(r)を表わす。線形モード構造の

振幅がピークを持つ位置は n = 15 のとき r/ρTe ∼ 170、n = 55 のとき r/ρTe ∼ 230 と大きく異なる。

局所的な評価で得られた評価 ωr ∼ ω∗
e ∝ kθ は、ETG モードの実周波数にはほとんど分散がないという

ことを意味していた。一方、径方向にグローバルなモデルを用いた場合は、トロイダルモード数 nが異な

る系では ETGモードが最も不安定化する径方向位置が異なる。各 nの共鳴条件に対するポロイダル波数

は kθ = nq(r)/r で与えられるが、トロイダル ETG モードの有限ジャイロ半径効果による不安定領域は

kθρTe ∼ 0.3で与えられる。図 5.5はトロイダルモード数 n = 15, 55の 2ケースについて kθρTe の径方向

依存性を示したもので、n = 15 の場合は kθρTe ∼ 0.3 となる領域は r/a0 ∼ 0.5 にあるが、n = 55 の場

合は r/a0 ∼ 0.8付近に存在する。従って高 nモードでは ETGモードの励起位置は低温側にシフトし (図
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5.6)、高 nモードの周波数は低下する (図 5.4)。このように、線形分散に対する大域的な平衡パラメータ分

布の構造が乱流の自己組織化現象に影響を与えると考えられる。

図 5.4: トロイダル ETGモードの線形周波数 ωr、および成長率 γ のトロイダルモード数依存性。

図 5.5: 各トロイダルモード数 nに対する kθρTe の径方向依存性。

5.3 減衰乱流シミュレーション

本節では、アスペクト比の差異がトロイダル系の電子スケール乱流における構造形成にどのような影響を

与えるかを考察するため、温度勾配ゼロの ETGモードが線形安定 (ETGモードによる乱流の駆動がない)

となる系において、初期条件として与えた乱流構造が緩和していく過程での流れの自己組織化を検討した。
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(a) トロイダルモード数 n = 15 (b) トロイダルモード数 n = 55

図 5.6: 線形固有関数の静電ポテンシャル構造 ϕ(r)

5.3.1 初期擾乱

初期密度擾乱は式 (4.4)で与えられるように ksρTe ∼ 0.6にスペクトルのピークを持つような等方的な乱

流構造を与えた。この擾乱はトロイダル ETGモードが最も不安定となる典型的な波数よりも短波長な設

定となっているが、ここでは初期条件として与えた乱流構造が自己組織化によって大域的な構造を形成す

る過程を議論するため、意図的に初期擾乱を短波長に励起し逆カスケードのスペクトルレンジを広く取っ

ている。

GT5Dコードでは Poisson方程式を解く際にポロイダル方向に共鳴条件に応じた波数フィルターを適用

している。これに合わせるため、次のように初期密度擾乱を設定した。

波数空間構造

式 (4.4)に表される実空間密度分布を、トーラス全体を覆う直方体領域 x = (x, y, z)にて定義した。

δne(x; t = 0) = δn0

∑
kx,ky

exp

(
− (|k⊥| − |ks|)2

|0.2ks|2

)
exp(i(k · x+ 2πrn)) (5.4)

ただし rn はスラブ配位での式 (4.4)と同様に位相に与える乱数である。

トーラス座標系に射影

上述のように得られた実空間密度分布 δne(x, y, z) をトーラス上の磁束座標系 (r, θ∗, ζ) に射影し、

径方向に以下のフィルターを重畳して磁気軸/小半径の外側境界付近での振幅をゼロに設定した。

δn′
e(r, θ

∗, ζ) = A(r)δne(x(r, θ
∗, ζ), y(r, θ∗, ζ), z(r, θ∗, ζ)) (5.5)

A(r) =
1

2

(
1− tanh

(
r − 0.2a0
0.05a0

)
tanh

(
x− 0.8a0
0.05a0

))
(5.6)
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ただし θ∗ は磁気面上で磁力線が直線となるように取ったポロイダル座標である。

θ∗ =
1

q(r)

∫ θ

0

B · ∇ϕ

B · ∇θ′
dθ′ (5.7)

本研究で用いた同心円の磁気面では次のような対応関係にある。

θ∗ = 2 tan−1

(√
1− ϵ√
1 + ϵ

tan(θ/2)

)
, θ = 2 tan−1

(√
1 + ϵ√
1− ϵ

tan(θ∗/2)

)
(5.8)

ただし ϵ = r/R0 は局所的な逆アスペクト比である。

ZF成分の除去

残った密度擾乱を各トロイダルモード/磁気面において k∥ ∼ 0の共鳴モード以外と n = 0の ZF成

分を振幅をゼロにした。

δne(r, θ, ζ) =

{
n′
e (r, θ, ζ) if |m− nq(r)| < δm or n = 0

0 otherwise.
(5.9)

このように得られた初期密度擾乱から得られた静電ポテンシャル ϕ(r, θ, ζ)の実空間構造をポロイダル断

面について図 5.7に示す。

図 5.7: 減衰乱流計算の初期条件における静電ポテンシャルのポロイダル断面構造 ϕ(r)。

初期擾乱の振幅は eϕ/Te ∼ 5%となるように設定した。これにより、前章までの臨界パラメータの議論

に従って考えると、密度擾乱の振幅が減衰したときに ZFの形成が期待される、というパラメータ設定と

なっている。

5.4 減衰乱流計算

以上の平衡パラメータ/初期密度擾乱を設定し、GT5Dコードによるトロイダル系電子減衰乱流計算を実

施した。図 (5.8)は乱流構造が緩和した準定常状態での静電ポテンシャル eϕ/Te のポロイダル断面構造を
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示したものである。いずれのケースにおいても、乱流振幅の強い領域において ZFが励起される。式 (4.10)

で定義されたのと同様に、流れの非等方度 cy をトロイダル系についても以下のように定義した。

cy =

∫
dr
∫
rdθ

∫
Rdζ|θ̂ · (b×∇⟨ϕ⟩α)|∫

dr
∫
rdθ

∫
Rdζ|(b×∇⟨ϕ⟩α)|

(5.10)

ここで、平均領域は r = [0.4a0, 0.9a0]と設定し乱流が励起されている領域に着目する。いずれのケースも、

乱流構造が緩和するに従い cy ∼ 1.0の ZF構造が形成されるプラズマへと漸近していく。この傾向は静電

場エネルギー Ef のトロイダルモード成分 Ef (n)の時間発展にも表れる。ここで Ef (n)は次のように定義

される。

(a) 準スラブ配位 R0/a0 = 100 (b) トロイダル配位 R0/a0 = 2.8

図 5.8: 減衰乱流計算:静電ポテンシャルのポロイダル断面構造 ϕ(r)。

静電ポテンシャル ϕ(r, θ, ζ)の Fourier係数 ϕ(kr,m, n)は

ϕ(kr,m, n) =
1

(2π)2a0

∫
dr

∫
dθ

∫
dζ exp (−i [krr +mθ + nζ])ϕ(r, θ, ζ) (5.11)

のように得られる。ただし (kr,m, n)はそれぞれ径方向波数、ポロイダルモード数、トロイダルモード数で

ある。ϕ(kr,m, n)から各トロイダルモード成分の静電場エネルギーを以下のように定義した。

Ef (n) =
∑
kr,kθ

(τ + k̂2⊥ρ
2
s)|ϕ̂(kr,m, n)|2 (5.12)

ただし垂直方向の波数を k2⊥ = k2r + k2θ と定義し、kθ = m/r は乱流構造が励起される領域の中心位

置 r = 0.5a0 を基準にとった。また乱流の減衰が飽和した際の振幅が qeϕ/Te ∼ 0.5% となるように、

t/(Ln/vTe) ∼ 50が経過した際に揺動振幅 δnを 16倍し計算を続行させた。図 5.9(a),(b)にアスペクト比

スキャンの各ケースにおける静電場エネルギーの時間発展を示す。流れが十分緩和した後には、図中太線

で示す ZFエネルギー成分 Ef,0 が n ̸= 0成分よりも卓越し、流れの構造において ZFが支配的となること
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がわかる。流れの初期条件として与えられた擾乱が等方的な乱流であることから、これらの構造はスラブ

ETG乱流の解析 (第 4.3.5節)で見たような、線形 ETGモードの固有関数が持つストリーマ構造から励起

された変調不安定性などによるものではない。トロイダル系においても磁気シアがゼロの配位では、ZFが

形成されるプラズマ平衡パラメータの領域が存在することが明らかになった。

(a) 準スラブ配位 R0/a0 = 100 (b) トロイダル配位 R0/a0 = 2.8

図 5.9: 減衰乱流計算における各トロイダルモード数成分の静電場エネルギー Ef (n)の時間発展。Nw は各

ケースにおけるトロイダル方向のウェッジ幅の逆数。

以下の節では、このようなトロイダル ETG乱流における流れの構造形成においても自己組織化現象が関

与しているか、その物理機構はスラブ配位におけるものとどのように異なる (あるいは同様である)のかを

検討した。

5.5 ETG乱流シミュレーション

スラブ配位での考察と同様に、トロイダル ETGモードによる乱流の駆動とカスケード、そして Landau

減衰などの散逸機構が自己無撞着に発展しながら形成される乱流構造について議論するため、本節ではト

ロイダル ETG乱流のジャイロ運動論シミュレーションを実施した。これらの計算について前章と同様に

臨界パラメータの観点から平衡パラメータの系統的スキャンを実施し、トロイダル系における ZF形成条件

を検討する。

5.5.1 アスペクト比スキャン

トロイダル ETGモードによって駆動される乱流構造がどのように形成されるか、また ZF形成の有無は

どのように決定されるかという点を検討するため、最初にアスペクト比スキャンを実施した。ここでは、前

章におけるスラブ配位における結果と比較するため、プラズマ平衡パラメータについてアスペクト比と温

度勾配のみを変更した 2ケースの乱流計算を実施した。
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quasi-slab toroidal

R0/a0 100 2.8

ηe 3.1 2.0

表 5.3: トロイダル ETG乱流計算におけるアスペクト比スキャンの設定。

アスペクト比は R0/a0 = 2.8, 100の 2ケースにつき検討し、温度勾配については ηe を適切に調節して

ETG モードの成長率が両者で揃うように設定した。臨界パラメータ kc/kλ には乱流振幅に対する依存性

(U :乱流場平均速度)があるが、これを両者で揃えることは乱流振幅の飽和機構にも依存するため、その方

法は必ずしも自明ではない。ここではスラブ配位と同様に γL ∝ U とした。表 5.3に示す 2つのケースに

つき、ETGモードの線形成長率をポロイダル波数 kθρTe の関数として示したのが図 5.10である。いずれ

のケースにおいても kθρTe ∼ 0.4前後において規格化された線形成長率が γLn/vTe ∼ 0.03となるような

温度勾配を設定した。

図 5.10: アスペクト比スキャンにおける ETGモードの線形周波数 ωr、成長率 γ の比較。

これら 2つのケースについて、ETG乱流が十分発達した準定常段階における静電ポテンシャルのポロイ

ダル断面を図 5.11(a),(b)に示す。いずれのケースにおいても、乱流構造が発達すると共に ZFが卓越した

流れの構造が得られる。この傾向は式 (5.12)によって定義される Ef (n)の時間発展にも表われている。図

5.12(a),(b)はこれら 2つのケースにおける Ef (n)の時間発展を示す。またこれに対応する流れの非等方度

cy と臨界パラメータ kc/kλ の時間発展を図 5.13(a),(b)にに示す。両者を比較すると、準スラブ配位の系

と比較してトロイダル配位の乱流では準定常状態まで緩和するのに要する時間が長くかかるものの、いず

れにおいても cy ∼ 0.7の ZFが優位な構造が得られ、その段階において kc/kλ > 1という ZF形成が期待

される条件が満たされている。トロイダル ETG乱流においても、ゼロ磁気シア配位では平衡パラメータに

よって ZFが自発的に励起される場合があることが示された。
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(a) 準スラブ配位 R0/a0 = 100 (b) トロイダル配位 R0/a0 = 2.8

図 5.11: トロイダル ETG乱流のアスペクト比スキャンで観測された静電ポテンシャルのポロイダル断面

構造 ϕ(r)。

(a) 準スラブ配位 R0/a0 = 100 (b) トロイダル配位 R0/a0 = 2.8

図 5.12: ETG乱流計算における各トロイダルモード数成分の静電場エネルギー Ef (n)の時間発展。

5.5.2 振幅/温度比スキャン: ZF形成の臨界パラメータへの依存性

前節では、スラブ配位と同様にトロイダル配位においても臨界パラメータ kc/kλ > 1という条件のもと

で自発的な ZF形成が見られるケースがあることを確認した。本節では、前章でスラブ配位モデルで行った

のと同様に乱流振幅スキャンによって kc/kλ の変化に伴う乱流構造への影響議論する。この手法の問題点

として、乱流振幅そのものは 1.プラズマ平衡パラメータによって変化する ETGモードの線形不安定性と
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(a) 流れの非等方度 cy (b) 臨界パラメータ kc/kλ

図 5.13: ETG乱流計算のアスペクト比スキャンにおける乱流場の特徴パラメータの時間発展。

τ 小 τ 大

小振幅 τ = 0.3, ηe = 2.0 τ = 3.0, ηe = 5.0

大振幅 τ = 0.3, ηe = 4.0 τ = 2.0, ηe = 8.0

表 5.4: 振幅/温度比スキャン

2.乱流が非線形飽和する過程の 2つがどのように競合するかによって自己無撞着に決定されるため、具体

的に外部から制御できるパラメータではない、という点が挙げられる。本節ではトロイダル ETG乱流につ

いて、乱流振幅に加えて温度比を系統的にスキャンすることで、臨界パラメータを直接変化させて自己組

織化の過程に与える影響を検討した。

プラズマ平衡パラメータは前節のトロイダル ETG乱流ケースと同等とし、τ 以外は表 5.2に示すものを

用いた。乱流の飽和振幅について大小の 2種類に分類し、それぞれについて温度比を 2ケース設定して乱

流計算を実施した。ここで乱流振幅の大小を間接的に制御するため、各温度比の設定 (τ = 0.3, 2.0, 3.0)に

つき温度勾配 LTe
をスキャンした線形計算を実施し、ETGモードの線形成長率を揃えるようにした。

温度比 τ = Te/Ti スキャンについては、電子温度の基準値 Te(r = 0.5a0)は固定して、イオン温度を変化

させることで τ を調節した。この場合、Poisson方程式 (2.25)でイオン密度揺動を断熱応答 δni = n0
qiϕ
Ti

と仮定したため、τ ∼ 3.0のような大きな値を取るときにはイオンの断熱応答効果で ETGモードが安定化

される。

小振幅ケース

トロイダル ETG乱流の小振幅ケースは臨界パラメータが kc/kλ > 1となるようなパラメータ領域であ

り、このとき系の特徴的な渦のサイズは kE ∼ kc ∝ U−1/2 となることが期待される。図 5.14はトロイダ
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ル ETG乱流計算の系について静電場エネルギー (式 2.27)の時間発展を追ったものである。両者において

過渡的なエネルギーの時間発展は異なるが、飽和振幅はほぼ同じオーダーとなる。

図 5.14: トロイダル ETG乱流計算における小振幅/温度比スキャンで観測した静電場エネルギーの時間発

展。

図 5.15 に ETG 乱流が十分発達した準定常段階における静電ポテンシャルの実空間構造のポロイダル

断面構造を示す。τ = 0.3 では乱流が形成される空間領域のほぼ全域にわたって見られる ZF の励起は、

τ = 3.0では乱流領域の内側境界付近以外では明確に観測されず、幅広い乱流領域において等方的、あるい

は、若干ストリーマ的な渦構造が見られる。

これらの違いを議論するため、静電ポテンシャルの乱流場に対して 2 次元エネルギースペクトル

Ef (kr, kθ) をトロイダル系に合わせて以下のように定義した。まず静電ポテンシャルの Fourier 振幅

ϕ(kr,m, n)は式 (5.11)から得られる。次にトロイダル方向に空間平均された 2次元エネルギースペクトル

Ef (kr, kθ)を

Ef (kr, kθ) =
∑
n

(τ + k̂2⊥ρ
2
s)|ϕ̂(kr,m, n)|2 (5.13)

のように定めた。以下では、式 (5.11)において径方向 Fourier変換 no領域 [rmin : rmax] = [0.4a0, 0.9a0]

は乱流が励起されている領域を抽出するようにとった。乱流の準定常状態において、アンサンブル平均と

して時間幅 tvTe/Ln ∼ 100(tγ ∼ 3) に渡って平均をとった Ef (kr, kθ) を図 5.16 に示す。温度比 τ = 0.3

においては kθ ∼ 0付近の ZF振幅が卓越するダンベル型構造が見られるが、τ = 3.0では等方的なスペク

トルへと変化する。

温度比スキャンによってこのような差異が生じる原因について議論するため、流れの非等方度 cy と流

れの特徴的波数 kE の時間発展を検討した。kE についてはトロイダル系の 2 次元エネルギースペクトル

(5.13)の重み付け平均波数から求めた。

kE =

∫
dkrdkθk⊥Ef (kr, kθ)∫
dkrdkθEf (kr, kθ)

(5.14)



62 第 5章 トロイダル ETG乱流の自己組織化

(a) τ = 0.3, ηe = 2.0 (b) τ = 3.0, ηe = 5.0

図 5.15: トロイダル ETG乱流計算における小振幅/温度比スキャンで観測した静電ポテンシャルのポロイ

ダル断面構造 ϕ(r)。

(a) τ = 0.3, ηe = 2.0 (b) τ = 3.0, ηe = 5.0

図 5.16: トロイダル ETG乱流計算における小振幅/温度比スキャンで観測した 2次元エネルギースペクト

ル Ef (kr, kθ)。

温度比スキャンの各ケースにおける流れの非等方度 cy の時間発展を図 5.17に、Rhinesスケール kc と断

熱スケール kλ の比較、平均波数 kE の時間発展を図 5.18に示す。 温度比 τ が 0.3から 3.0に上昇すると

断熱スケール kλ が ∼ 0.17 →∼ 0.52、臨界パラメータ kc/kλ が ∼ 2.8 →∼ 1.3 と変化し、これに伴って

流れの非等方度 cy の変化にも見られるように、流れの構造が ZFから等方的乱流へと変化する。このとき

kE も ∼ 0.11 →∼ 0.15と変化し、図 5.15(a),(b)の違いに見られるように渦構造がより短波長へとシフト

する。以上の結果から、トロイダル ETG乱流でも臨界パラメータによって乱流構造が大きく変化すること



5.5 ETG乱流シミュレーション 63

図 5.17: トロイダル ETG乱流計算における小振幅/温度比スキャンで観測した流れの非等方度 cy の時間

発展。

(a) Rhinesスケール kc と断熱スケール kλ (b) 平均波数 kE

図 5.18: トロイダル ETG乱流計算における小振幅/温度比スキャンで観測した各スケールの時間発展。

が示された。

大振幅ケース

トロイダル ETG乱流の大振幅ケースでは臨界パラメータが kc/kλ < 1となることから、乱流は等方的

な渦構造を維持すると期待される。このとき系の特徴的な渦サイズは kE ∼ kλ ∝ τ1/2 となることが期待さ

れる。図 5.19はトロイダル ETG乱流計算の系について静電場エネルギー (2.27)の時間発展を追ったもの

である。大振幅ケースにおいても過渡的なエネルギーの時間発展は異なるが、線形成長率を揃えると飽和

振幅はほぼ同じオーダーとなる。
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図 5.19: トロイダル ETG乱流計算における大振幅/温度比スキャンで観測した静電場エネルギーの時間発

展。

(a) τ = 0.3, ηe = 4.0 (b) τ = 2.0, ηe = 8.0

図 5.20: トロイダル ETG乱流計算における大振幅/温度比スキャンで観測した静電ポテンシャルのポロイ

ダル断面構造 ϕ(r)。

小振幅ケースと同様に、図 5.20 に ETG 乱流が十分発達した準定常段階における静電ポテンシャルの

ポロイダル断面を示す。これらの構造について、2 次元エネルギースペクトル (式 5.13) を前節と同様に

時間幅 tvTe/Ln ∼ 100で平均を取ったものを図 5.21に比較した。小振幅ケースの場合と異なり、温度比

τ = 0.3ケースにおいても等方的なスペクトル構造が維持され、τ の変化に対して乱流構造の自己組織化現

象に大きな影響が見られない。

これらのケースにおける流れの非等方度 cy の時間発展を図 5.22に、Rhinesスケール kc と断熱スケール

kλ の比較、平均波数 kE の時間発展を図 5.23に示す。温度比 τ が 0.3から 2.0に上昇すると断熱スケール
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(a) τ = 0.3, ηe = 4.0 (b) τ = 2.0, ηe = 8.0

図 5.21: トロイダル ETG乱流計算における大振幅/温度比スキャンで観測した 2次元エネルギースペクト

ル Ef (kr, kθ)。

kλ が ∼ 0.17 →∼ 0.43と変化するが、このとき臨界パラメータは ∼ 1.5 →∼ 0.95であり、流れの非等方度

はいずれも cy ≲ 0.5のほぼ等方的か、やや ETGモードの線形固有関数が持つストリーマ構造の影響を受

けたものとなっている。kλ が短波長へシフトしたことにより、平均波数 kE はそれぞれ ∼ 0.11,→∼ 0.21

と変化する。大振幅ケースにおいて乱流構造が等方的に保たれていること、また渦構造の平均波数 kE が τ

依存性を持つことは、逆カスケードの阻害が断熱スケール kλ の影響を受けていることを示唆している。

図 5.22: トロイダル ETG乱流計算における小振幅/温度比スキャンで観測した流れの非等方度 cy の時間

発展。
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(a) Rhinesスケール kc と断熱スケール kλ (b) 平均波数 kE

図 5.23: トロイダル ETG乱流計算における小振幅/温度比スキャンで観測した各スケールの時間発展。

5.5.3 Rhinesスケールの評価

前章ではスラブ ETG乱流における ZFの形成機構について Rhinesスケールによる影響から議論し、臨

界パラメータ kc/kλ によって分類されることを明らかにした。トロイダル ETG乱流においても前節に示

されているように構造形成の変化と臨界パラメータの関連が示された。本節ではこれらの結果について具

体的な Rhinesスケールの評価を行い、トロイダル ETG乱流における ZFの形成が Rhinesスケールの非

等方な構造によってもたらされる過程を検討した。

図 4.11,4.16において、それぞれの配位/平衡パラメータ分布における固有モードの実周波数 ωr と乱流渦

の回転周波数 ωt の比 ωr/ωt の 2次元スペクトル空間における表示から Rhinesスケールの構造を見積った

が、前章では ωr の評価においてスラブ配位のドリフト波の線形分散関係 (3.18)を前提としていた。一方

で、トロイダル ETGモードの線形分散は flux-tubeモデルでは ω ∼ ω∗
e = kθv

∗
D のような分散のほとんど

ない線形周波数の構造を持つ。ここでは系に存在する揺動モードの実周波数を乱流計算の結果から直接計

測し、τ = 0.3で振幅が異なる 2ケースにおける Rhinesスケールの 2次元構造を比較した。

ここで各波数 (kr, kθ)ごとの実周波数について以下のように評価した。

• 静電ポテンシャルの実空間構造 ϕ(r, θ, ζ)についてポロイダル断面上の 2次元スペクトル空間表示を

次のように得る。

ϕ(kr,m, ζ) =
1

la0

∫
dr

∫
dθ exp (−i [krr +mθ])ϕ(r, θ, ζ) (5.15)

• 非線形飽和の初期段階においてスペクトル空間上の各モードの静電ポテンシャル ϕ(kr,m, ζ; t) の

時間発展が得られるので、これを時間方向に Fourier変換して周波数スペクトル ϕ(kr,m, ζ;ωr)を

得る。
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• 上記の周波数スペクトルについてトロイダル方向へのアンサンブル平均を取る

(a) 小振幅ケース (b) 大振幅ケース

図 5.24: トロイダル ETG 乱流計算の τ = 0.3、小振幅/大振幅における線形分散の実周波数 ωr と非線形

相関時間 ωt の比の 2 次元スペクトル空間 (kx, ky) 上のプロット。図中黒線は ωr(kc) = ωt(kc) となる

Rhinesスケール kc、紫太線は断熱スケール kλ を示す。

小振幅ケースにおける Rhines スケールの 2 次元構造は図 5.24(a) のように非等方構造を示し、これよ

り長波長領域にエネルギーの逆カスケードが進みにくいと考えられる。このとき 2次元エネルギースペク

トルは図 5.16(a) に示されるように kθ ∼ 0 に振幅が局在化した構造を持つ。一方、大振幅ケースでは図

5.24(b)に示すように Rhinesスケールは長波長側にシフトし、エネルギー逆カスケードは紫太線で表され

る断熱スケール kλ の影響によって阻害されると考えられる。この効果により、大振幅ケースの 2次元エネ

ルギースペクトルは図 5.21(a)のような等方的な構造を形成する。

以上のように、第 3章で議論され第 4章においてスラブ配位の ETG乱流について検討された自己組織

化による構造形成の描像が、トロイダル ETG乱流においても同様に成り立つことが確認された。

5.5.4 ZF形成と輸送への影響

帯状流の有無は電子熱輸送にも影響を与えることが予想される。ここではスラブ配位で検討したのと同

様に式 (4.12) の定義に従い、gyro-Bohm 係数 χGB = ρ2TevTe/Ln で規格化した電子熱輸送係数 χe/χgB

の時間発展を比較した。図??は図 4.12に示される 2つの ETG乱流計算について時間発展をプロットした

ものである。この 2ケースにおいて線形成長率、あるいは、乱流振幅は約 4倍異なるが、電子熱輸送係数

χe は準定常状態では 30倍ほどの差異となっている。大振幅ケースでは熱輸送係数がほとんど定常状態に

至っているのに対し、小振幅ケースでは輸送係数が低下し続ける。この段階においても、密度・温度勾配か

ら計算されるトロイダル ETGモードは線形不安定であり、乱流輸送のクエンチが ZFによる影響によるも

のであると考えられる。
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図 5.25: ETG乱流計算における τ = 0.3、小振幅/大振幅ケースで観測した電子熱輸送係数 χe の時間発展

を示す。小振幅/大振幅それぞれについて時間は最も不安定な ETGモードの線形成長率 γ で規格化した。
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第 6章

まとめ

プラズマ乱流は核融合プラズマにおける閉じ込めを悪化させる主要因の一つと考えられており、その特

性を理解することが重要な課題となっている。プラズマ乱流は系の密度/温度勾配によって不安定化される

ドリフト波モードであるイオン/電子温度勾配モード (ITG/ETG) によって駆動されていると考えられて

いる。乱流の特徴的な時空間スケールはイオンと電子のそれぞれについて
√
mi/me ∼ 60倍ほどに渡る違

いがあり、そのダイナミクスは両者で大きく異なる。特にイオンスケールでは ITGモードの線形分散にお

ける電子の断熱応答の影響から変調不安定性によって ZF(ZF,ポロイダル/トロイダル方向に一様な構造を

持つ流れ)が生成維持されやすいという特徴がある。一方で、電子スケール乱流に着目すると特にトロイダ

ル ETG乱流では径方向に渦が細長く伸びるストリーマ構造が維持されるなどの特徴的な構造の形成が指

摘されている。

本研究では磁場閉じ込め核融合プラズマ中の電子スケール乱流における ZFの構造形成についてジャイ

ロ運動論的 Vlasov-Poisson方程式系に基づく高解像度の乱流シミュレーションによるスペクトル構造の解

析を行い、スラブ/トロイダル ETG乱流における乱流構造と自己組織化現象の関連を明らかにした。

高温プラズマのダイナミクスは 6 次元 (空間 3 次元、速度 3 次元) 位相空間上の 1 点分布関数が従う

Vlasov-Maxwell 方程式系で記述される。一方、トカマクなどのトーラス型磁化プラズマにおける電子ス

ケール乱流を駆動する不安定性として有力視されている ETGモードの時空間スケールはジャイロ運動論

的オーダリングに従う。この特徴を用いて Vlasov-Maxwell方程式のジャイロ位相角平均をとり、解析的・

数値的に取り扱いやすく変形したジャイロ運動論的 Vlasov-Maxwell方程式 (GKモデル)は近年のプラズ

マ乱流研究において広く用いられている。本研究では、低ベータプラズマにおいて磁場揺動を無視する静

電近似の下で導かれるジャイロ運動論的 Vlasov-Poisson方程式系（GKモデル）を用いた。

最初に本研究で用いた GK モデルの方程式系の定式化と、その準 2 次元系における流体近似である

Hasegawa-Mima方程式 (H-Mモデル)の導出を行い、その後に H-Mモデルに基づいて磁化プラズマ乱流

における自己組織化の過程について検討した。H-Mモデルのような 2次元乱流ではエネルギーとエンスト

ロフィーという 2つの保存量が存在することから、エネルギーのスペクトル空間上におけるカスケードは

3次元乱流とは大きく異なる。2次元乱流では、乱流の駆動スケールよりも長波長の構造に向かってエネル

ギーが輸送されていく逆カスケードを通じて大域的な構造が形成される (自己組織化)。スペクトル空間の

長波長領域では異なる 2つの過程により、平衡パラメータに応じた特徴的な波数の構造が卓越する。
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Rhinesスケール kc による ZF形成

H-Mモデルの長波長領域では、ドリフト波の線形分散による影響が支配的となり非線形相互作用が

弱くなるため、スペクトル空間上における逆カスケードのエネルギーは特徴的波数を ∼ kc とする領

域に向けて集中していく。ドリフト波の線形分散の性質から kc はスペクトル空間上で非等方な構造

を持つため、エネルギーの集中は特に ZFの領域で卓越する。

断熱スケール kλ による渦の結晶化

H-Mモデルの慣性項では、kλ を境界としてより長波長領域において波数に依存しない断熱応答項の

影響が支配的となるためモードの慣性が大きくなり、逆カスケードの特性周波数が短波長領域と比

較してゆっくりとしたものに遷移する。この過程で逆カスケードのエネルギーがスペクトル空間上

で等方的な構造を持つ kλ 周辺に集中する過程が渦の結晶化である。

これら 2 つの自己組織化の過程について、その競合によって最終的な乱流構造が決まってくることがス

ラブ/トロイダル ETG 乱流の G-K モデルによる数値シミュレーションにおけるプラズマ平衡パラメー

タスキャンの結果から示された。本研究ではプラズマ平衡パラメータである電子とイオンの温度比パラ

メータ τ = Te/Ti、 密度勾配長 Ln = |∇ lnne|−1、そして乱流場平均速度 U から定まる臨界パラメータ

kc/kλ = L
−1/2
n U−1/2τ−1/2 を定義し、この値の大小がプラズマ乱流の自己組織化において ZF形成の有無

を決定するパラメータとなることを明らかにした。

スラブ配位におけるシミュレーションでは、上述の描像をもとに ETG乱流の自己組織化について詳細な

乱流構造とスペクトル構造を検討し、次の点を明らかにした。はじめに GKモデルで ETGモードが線形

安定となるプラズマ平衡パラメータのもとで一様等方な乱流初期擾乱が緩和する減衰乱流シミュレーショ

ンを実施した。初期擾乱振幅の小さいケースで H-M モデルにおける減衰乱流と同様な ZF の形成を観測

し、GKモデルと H-Mモデルの類似性を確認した。また GKモデルにおいて初期擾乱を変化させる計算を

行い、乱流場の振幅によって ZF、もしくは等方的な渦構造という全く異なる乱流構造が形成されることを

示した。これは以下のように分類できる。

小振幅ケース

ZFが形成され、その波数は Rhinesスケール kc に対応する。

大振幅ケース

等方的な渦構造が形成され、その波数は断熱スケール kλ に対応する。また kλ より長波長領域にお

ける平均波数の時間発展は H-Mモデルの次元解析から予測されるべき乗則と対応する。

これらの考察を元に、線形不安定性による乱流の駆動とカスケードによる散逸が釣り合う ETG駆動乱流

における自己無撞着な乱流場の時間発展を検討した。線形 ETG不安定性の成長は十分振幅が大きくなっ

た時点で非線型相互作用によって飽和するが、その過程の初期段階において線形モードの持つストリーマ

構造が変調不安定性によって破壊され、ZFが励起されることにより飽和することを示した。一方、この乱

流が長時間にわたって非線型発展したときの準定常な構造は飽和初期の ZF形成と関係なくプラズマ平衡

パラメータに応じて変化する。この結果、ETG乱流の振幅に応じて

弱い ETG乱流
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ZFが形成され、電子熱輸送がクエンチする。

強い ETG乱流

等方的な渦構造が形成され、電子熱輸送は高いレベルで維持される。

という違いが観測された。この変化は Rhinesスケール kc と断熱スケール kλ の比によって与えられる臨

界パラメータ kc/kλ で説明できることが分かった。

このとき 1次元エネルギースペクトルは、どちらのケースも長波長領域では準 2次元乱流におけるエネ

ルギーの逆カスケードによる大きな構造の形成、短波長領域ではエンストロフィーカスケードによるべき

乗則 E(k⊥) ∼ k−3
⊥ を示し、さらに各波数スケールにおけるエネルギー変化率の計測から短波長領域でエネ

ルギー散逸領域があることを示した。また大振幅ケースにおいては渦の平均波数の時間依存性の計測から、

断熱スケールより長波長の領域に特徴的なべき乗則を見出した。これらの結果より、運動論的なプラズマ

のように乱流場の駆動と散逸のスケールが明確に分離していない系でもデュアルカスケードによる構造形

成が存在することを示した。これは ITG乱流における ZF形成とは全く異なる描像である。

以上の結果から、磁化プラズマの電子スケール乱流においてエネルギーの逆カスケードによる構造形成、

特に ZF が形成される条件が Rhines スケールと断熱スケールの競合から決定される過程を明らかにし、

ETG乱流の構造を決定する特徴量として臨界パラメータ kc/kλ を提示した。臨界パラメータの大小によっ

て流れの構造、特に ZF形成の有無が系統的に理解できること、また臨界パラメータが十分小さいプラズマ

平衡パラメータ設定の系においては ZFの形成に伴い電子熱輸送が混合長理論による見積りを越えて大幅

に低減することを明らかにした。

トロイダル配位におけるシミュレーションでは、これまで構造形成の機構が十分に明らかにされてこな

かったトロイダル ETG 乱流について、スラブ配位について得られた知見を元に ZF の形成機構を解析し

た。正磁気シア配位のトロイダル ETG 乱流では径方向に細長く伸びたストリーマ構造が卓越する一方、

弱/反転磁気シア配位では電子スケールの ZFが形成されるとこれまでに報告されてきた。本研究では反転

磁気シア配位におけるゼロ磁気シア領域を模した系について乱流の構造形成を自己組織化の観点から検討

した。

はじめにトロイダル ETG モードの線形解析を行い、その性質を議論した。局所的な解析ではトロイダ

ル ETGモードの線形分散は弱いが、大域的な解析ではモードが励起される径方向位置が変化し、その影響

によって線形分散が生じることを発見した。この効果のため、スラブ ETG乱流と同様の ZF形成が期待さ

れることを議論した。この考察を元に、まず一様等方な初期擾乱の減衰乱流計算を実施し、アスペクト比

R0/a0 による違いを検討した。R0/a0 = 100の準スラブ配位でスラブ配位と同様な ZF形成の自己組織化

現象を再現し、スラブ配位の解析で仮定したシングルヘリシティの妥当性を確認した後、R0/a0 = 2.8の

トロイダル配位においても ZF形成を観測した。減衰乱流計算ではストリーマ構造の線形 ETGモードによ

る変調不安定性や K-H不安定性が存在しないことから、トロイダル配位においても ZFを形成する自己組

織化現象が存在することを発見した。

この自己組織化現象の性質を議論するため、トロイダル ETG乱流のジャイロ運動論的シミュレーション

を実施した。まず準スラブ配位とトロイダル配位について乱流場が小振幅となるケースを比較し、トロイ

ダル ETG乱流においても準定常の十分発達した段階で ZFが形成されることを見出した。次に、トロイダ
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ル配位においてプラズマ平衡パラメータ (ηe = d lnne/d lnTe, τ ≡ Te/Ti)を変化させる ETG乱流計算を

実施し、次のような関係を発見した。

振幅スキャン

低 τ の場合、乱流場振幅の変化に応じて

1. 小振幅ケース:ZF形成

2. 大振幅ケース:等方的乱流形成

となることを示した。これはスラブ ETG乱流での振幅スキャンと同様の結果である。

温度比スキャン

乱流場が小振幅の場合、温度比 τ の変化に応じて

1. 低 τ ケース: ZF形成

2. 高 τ ケース: 等方的乱流形成

という傾向を得た。また小振幅/大振幅ケースの双方において渦構造の平均波数 kE が

1. 低 τ ケース: kE が小さい長波長構造

2. 高 τ ケース: kE が大きい短波長構造

となることを示した。

このような乱流構造の形成について、乱流構造が ZFを形成するか等方的な渦構造を形成するかの違いが臨

界パラメータ kc/kλ によって説明できることを示した。特に振幅スキャンについては ETG乱流における

揺動の実周波数の計測から Rhinesスケールを評価し、振幅の変化に応じて断熱スケールとの大小関係が変

化し、ZF形成の有無が決まることを指摘した。また振幅スキャンにおける電子熱輸送係数の計測から、ト

ロイダル配位においても ZF形成によって混合長理論の見積もりを超えた大幅な輸送低減が生じることを

明らかにした。

以上のように、イオンスケールにおける ITG乱流と異なり電子スケールの ETG乱流では自己組織化現

象が乱流構造を決定し、電子熱輸送に大きく影響する ZF形成の有無が臨界パラメータ kc/kλ によって統

一的に理解できることを明らかにした。
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